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オフィスを 経 営 の 力 に

東京システムハウス株式会社
先進

オフィス事例

三幸エステートの

感染予防対策を推し進める中で
テレワークの導入率が上がった

　旧オフィスの使用面積は400坪弱であったが、重複する
設備や機能部分の面積削減が可能になるため、そこまでの
面積は必要ないと考える。そうして割り出した面積で移転先
探しのフェーズに入った。
｢移転先も旧オフィス同様に五反田エリアにこだわりました。
30年以上にわたる生活のリズムを壊したくなかったのです。
候補ビルの内見にはじっくりと時間をかけましたね。その
甲斐あって2020年2月に理想的なオフィスを見つけること
ができました。そして賃貸借契約を締結し、内装工事をスター
トさせたのです｣（鎌田氏）
　本プロジェクトには同社代表取締役社長である林知之氏
のたくさんの想いが詰まっている。その想いを積み上げて形
にしたのが各部門から集まった選抜チームである。
｢部署横断のプロジェクトチームを発足させました。そこで具
体的なレイアウトや必要な機能について打ち合わせを重ね
ていったのです｣（原口氏）
　当初の予定では2フロアを借りる予定だったという。レイア
ウトプランでは1フロアを執務スペース、もう1フロアをコワー
キングスペースに分ける計画だった。しかし新型コロナの感
染予防対策を推し進める中で、テレワークの継続に舵を切
ることになる。結果として1フロアで収めるようにレイアウト計
画の変更が行われた。
　テレワークに関しては、一部の部署で実験的に行ってい
たこともありスムーズな導入が見込めた。また、緊急事態宣
言下の中でお客様側からオンラインミーティングが求められ
ることも増えており、リモート環境を全面的に導入するには良
いタイミングだったという。
｢本来の在席を考えたら100席以上は用意しなければならな
かったのですが、現オフィスでは80席に収めています。一気
にニューノーマルな働き方が加速しました｣（鎌田氏）

テレワークを推進しながら
コミュニケーションを活性化させる

　オフィス移転を機にテレワーク中心の働き方に舵を切る。
現在の出社率は20％程度。それでもコミュニケーションの活
性化は同社の永続的なテーマとなっているという。
｢旧オフィスでは明確な目的があるときのみ各事業部のフロ
アに出向いていました。当然、偶発的な出会いは無いに等し
く、部署を越えた斬新なアイデアが生み出されることもありま
せんでした。当初の予定よりもフロア面積が削減されてし
まったことで、リセットしてしまったアイデアもありますが、社員
同士が自由にコミュニケーションのとれるスペースは必要と
いう結論は変わりませんでした｣（原口氏）
｢それは単に自由なスペースをつくるということではありませ
ん。ワーカーの業務ごとに適した働く環境を提供するABW
（Activity Based Working）も導入しました｣（鎌田氏）

新オフィスのデザインコンセプトは
カジュアル＆ナチュラルとした

　新オフィスのコンセプトは「カジュアル＆ナチュラル」とし
た。気楽に自然に働ける環境を目指す。その達成のために
同社としては初めての試みであるフリーアドレスを採用した。
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フリーアドレスフロア

東京システムハウス株式会社は独立系のシステムハウスとして1976年に設立。
以来、独自のさまざまなサービスや技術を通じてお客様の信頼を獲得してきた。
数年前からコミュニケーションの活性化が課題となっており、その解消を図るために移転計画をスタートさせる。
そして2020年9月、テレワークを推進しながらコミュニケーションを活性化させる仕組みをつくったという。
今回の取材ではその概要をお聞きした。

コロナの収束に関係なく
ニューノーマルな働き方は継続していく

東京システムハウス株式会社
ビジネスサポート部　
部長

鎌田 佳宏氏

東京システムハウス株式会社
ビジネスサポート部
広報担当

原口 礼果氏

お客様の要望に応えていく中で
業務メニューを増やしてきた

　東京システムハウス株式会社は、｢サービスを通じユー
ザーに愛され、信用・信頼を得ることが最大の目的である｣を
社是に業務を拡大してきた。同社の特長は幅広い業界にIT
ソリューションを提供している点にある。
｢当社は『付加価値の高いサービスをお客様に提供する』を
起業理念としています。業種を絞ることなくさまざまなお客様
のご要望に合わせたシステムづくりに応えていく中で次第に
業務メニューが増えていました｣（鎌田氏）
　そうして変化の激しいIT時代の技術革新に対応しながら、
「お客様のためのITサービスカンパニー」として実績を重ねている。

旧オフィスは社内コミュニケーションに
大きな課題を抱えていた

　旧本社は品川区西五反田に位置するオフィスビルに構
えていた。1フロア面積は65坪。1989年に入居後、30年
以上にわたって本社機能の立地は変わっていない。
｢旧オフィスはJR五反田駅から徒歩10分圏内のオフィスビ
ルでした。業務の拡張ごとに人材採用を行い、手狭になった
らフロアの増床で対応していく。そうしているうちに移転直前
には6フロア400坪弱を使用していました｣（鎌田氏）
　各事業部をフロアごとに分けていく。次第に他部署同士
が顔を合わせる機会が減少していく。社内のコミュニケー
ションが低下するのはあきらかだった。それは早急に解決が
必要な経営課題の一つとなっていた。
｢単に会話が増えればいいということではありません。他部署
の活動を目にし、理解することも重要だと考えていました。
その課題解決のために当社が選択した方法は6フロアを少
数フロアにまとめることだったのです｣（鎌田氏）
　そのためには、たとえ月々のランニングコストが増加したと
してもコミュニケーションの向上ができるオフィスであれば
受け入れる準備はしていたという。

｢旧オフィスはコミュニケーションの悪さに加えてスペース的
に窮屈だったことを社員全員が感じていました。多くの社員
がフリーアドレスに対して大きな期待をしていたため、社内
からの反対意見はなかったですね｣（鎌田氏）
｢少し前からペーパーレス化を進めていました。さらに電子決
済システムを採用する予定でしたので、フリーアドレスとなっ
ても業務に支障はありませんでした｣（原口氏）
　そして2020年9月にオフィス移転を完了させる。社員に
対する「新オフィスに関する途中経過報告」はチャットツール
を使って順次開示していった。
｢移転日にはちょっとした移転セレモニーを行いました。そこで
新オフィスルールや注意事項、特長を説明しました。コロナ
禍ということもあり出社していない社員のためにオフィス紹
介動画を作成して情報共有も行いました｣（原口氏）

　それでは新オフィスの特長的な部分を紹介していこう。新
オフィスは2つのエリアで構成されている。エレベータを降り
て左側のエリアはバックオフィス部門やユーザーサポート部
門が在席する。個人情報などを取り扱う部署もあるため固定
席となっている。
　右側がオープンなフリーアドレスエリアとなる。木目調でま
とめられた落ち着いた質感が印象的だ。そこでは飲食を含め
て使い方に制限は設けられていない。
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｢自分の荷物は個人ロッカーに入れるというルールだけは決
めました。それだけで室内は綺麗な状態が保たれています｣
（原口氏）
　会議室は全部で4室。それぞれ15席用、8席用、4席用、
4席用で構成されている。
｢旧オフィスでは1フロアに1室の会議室を配置していました
ので、室数的には以前よりも少なくなっています。しかしオン
ラインでの会議に慣れてきたこともあって不便さは感じてい
ません。4室の会議室ですが、どの部屋だけに集中するとい
うこともなくバランスよく稼働しています｣（鎌田氏）
　執務室中央の天井には、固定型のスクリーンとプロジェク
タが設置されている。
｢壁際ではなく、あえて中央に設置しました。スクリーンを下げ
ることで室内を2分割することを可能にします。コロナの収束
後にリアルな対面式のビジネスセミナーやイベントを復活さ
せたいと思っているからです｣（原口氏）
　その他、3つの集中ブースと2つのファミレス席。窓際には
カウンター席を配した。
｢窓際のカウンター席は大型モニタを備えていることもあって
使用率は高いですね。全員ノートPCに切り替えたのですが、
業務によっては小さい画面では支障が出るとの要望に応え
たものです｣（鎌田氏）

オフィスは社員のよりどころ
新たな働き方を進化させていく

　新たな働き方の中でネットを使ったコミュニケーションツー
ルに積極的に取り組む部署も増えているという。
｢ビジネスチャットのアプリを活用しています。リアルではあり
ませんが、むしろ以前よりもミーティングの回数自体は増えて
いる部署もあるみたいですね｣（原口氏）
｢出社人数は大幅に減少しましたが、他部署の社員同士の
偶発的な出会いや交流は確実に増えています。旧オフィス
ではありえなかったことです。今後も新型コロナウイルスの
感染対策を踏まえながら新たな働き方にチャレンジしていき
たいと思います｣（鎌田氏）
｢新オフィスは社員のよりどころになればいいと思っていま
す。社員にとって働きやすい環境を用意することで会社に対
する帰属意識も高まっているように感じます。リアルな場所
だからこそ生まれるアイデアや感情って絶対にあると思うん
です。ですから今後もテレワークの良さとリアルなオフィスの
良さ、その両面で社員をサポートしていきたいと思います。オ
フィスを通してもっともっと社員の満足度を向上させていきた
いですね｣（原口氏）
｢コロナが収束したとしてもテレワークの活用自体を変えるつ
もりはありません。むしろ収束後もテレワークは増えるかもしれ
ません。その中で私がやるべきことはコロナ収束後の姿を想
像して、さらに働きやすい環境をつくることだと思っています。
これからも改善を重ねながらニューノーマルの働き方を進化
させていきたいと思っています｣（鎌田氏）

1.  お客様の要望に応えていく中で業務メニューを増やしてきた
2.  旧オフィスは社内コミュニケーションに大きな課題を抱えていた
3.  感染予防対策を推し進める中でテレワークの導入率が上がった
4.  テレワークを推進しながらコミュニケーションを活性化させる
5.  新オフィスのデザインコンセプトはカジュアル＆ナチュラルとした
6.  オフィスは社員のよりどころ。新たな働き方を進化させていく
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業務によっては小さい画面では支障が出るとの要望に応え
たものです｣（鎌田氏）

オフィスは社員のよりどころ
新たな働き方を進化させていく

　新たな働き方の中でネットを使ったコミュニケーションツー
ルに積極的に取り組む部署も増えているという。
｢ビジネスチャットのアプリを活用しています。リアルではあり
ませんが、むしろ以前よりもミーティングの回数自体は増えて
いる部署もあるみたいですね｣（原口氏）
｢出社人数は大幅に減少しましたが、他部署の社員同士の
偶発的な出会いや交流は確実に増えています。旧オフィス
ではありえなかったことです。今後も新型コロナウイルスの
感染対策を踏まえながら新たな働き方にチャレンジしていき
たいと思います｣（鎌田氏）
｢新オフィスは社員のよりどころになればいいと思っていま
す。社員にとって働きやすい環境を用意することで会社に対
する帰属意識も高まっているように感じます。リアルな場所
だからこそ生まれるアイデアや感情って絶対にあると思うん
です。ですから今後もテレワークの良さとリアルなオフィスの
良さ、その両面で社員をサポートしていきたいと思います。オ
フィスを通してもっともっと社員の満足度を向上させていきた
いですね｣（原口氏）
｢コロナが収束したとしてもテレワークの活用自体を変えるつ
もりはありません。むしろ収束後もテレワークは増えるかもしれ
ません。その中で私がやるべきことはコロナ収束後の姿を想
像して、さらに働きやすい環境をつくることだと思っています。
これからも改善を重ねながらニューノーマルの働き方を進化
させていきたいと思っています｣（鎌田氏）
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東京システムハウス 株式会社

東京システムハウス株式会社は、創業以来、どの企業系列に属さない
独立系企業としての最大のメリットを活かして顧客の事業発展に貢献
してきた。また、経済産業省と日本健康会議が共同で選定する「健康経
営優良法人（大規模法人部門）」に2年連続で認定。社員とその家族の
健康増進に関する取り組みを継続している。

大会議室

会議室エリア

執務室全景 ファミレス席

執務室中央のスクリーン 集中ブース

窓際のカウンター席



オフィスを 経 営 の 力 に

株式会社クラダシ
先進

オフィス事例

三幸エステートの

将来的な事業成長を予測して
早い段階から移転計画を立てていた

　旧オフィスは品川区内に立地するオフィスビルに入居して
いた。使用していた面積は40坪。当時フルタイムで8名が勤
務していた。
｢近年のSDGsに対する関心の高まりもあり、事業拡大に向
けて社員を増員しはじめました。その影響でデスク不足、商談
スペース不足の課題も顕在化してきたのです。時には近くの
喫茶店に場所を移して商談を行うこともありました。そんなこ
とでは業務効率も情報保持も悪化するばかりです。中長期
計画では年度内に社員を40名程度に増やす計画を立てて
いたこともあり、早急なスペース改善が求められていました｣
　当初は企業成長に合わせながら面積を広くしていくことも
考えていたという。
｢まずは60坪、次に100坪というように段階的に移転を行っ
ていく方法も検討しました。しかしオフィス移転は経済的コス
トだけではなく、社員への過大な負荷もかかります。それが当
社の事業成長の支障にならないかを考える必要がありまし
た。その結果、何度も移転を繰り返すのではなく、数年後まで
を見据えて140坪の面積を確保することにしたのです｣
　品川区中心に数棟を見学したのち、現ビルを選んだ。JR
目黒駅徒歩3分という好立地で、ベストの移転先を見つける
ことができたという。

オフィス移転においても
「もったいないを価値へ」を実践した

　2020年7月、同社の事業計画の中でオフィス移転が決
定する。もともと徳山氏は前職でいくつもの移転プロジェクト
を担当していた経歴を持つ。
｢8月に前職時代からお付き合いのある数社の内装デザイ
ン会社を中心に声を掛けてデザインコンペを行いました。当
社からの要望は大きく3つ。『移転時の社員数は30名だが
数年後には100名の計画を立てている。来客が多いことも
踏まえ、スムーズに変更できるようなレイアウトプランを考えて

ほしい』『SDGsをオフィスデザインで表現してほしい』『コミュ
ニケーションが生まれる仕組みを考えてほしい』。これらを具
体的なデザインに落とし込むことをコンペの課題としました｣
　そうして9月中旬に内装デザイン会社が確定する。それか
らヒアリングなどでプランを固めていく。工事自体の開始は
11月1日、入居予定は11月末。わずか1ヵ月で完成させなけ
ればならない。
｢家具什器類は新たに選定することなく知り合いの会社から譲り
受けることができまして。費用、時間ともに大幅に削減できました｣
　まさにオフィス移転においても同社のスローガンである
「もったいないを価値へ」を実践したのである。

コロナ禍での働き方を想定して
オフィス計画を行った

｢もちろんコロナ禍を想定した働き方の議論はありました。し
かしコロナが収束するのか、感染拡大が続くのかが全く見え
てきません。あまり机上の空論で考えすぎるのも適正な判断
ができない気がしまして。ただ新オフィスは140坪の広さがあ
ります。現状の人数の使用ではソーシャルディスタンスは維
持できる。それだけで十分と考えました｣
　オフィス全体を効果的に使用するためにABW（Activity 
Based Working）を導入。カウンター席や集中ブース、ソ
ファ席など、自席以外で働ける場をいたるところに配置した。
｢コミュニケーションを図る方法については賛否両論あると
思います。フルリモートで適切な意思疎通ができると考える
方もいらっしゃるでしょう。しかし当社の現状の組織体ではテ
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オープンスペース

株式会社クラダシは、あらゆる工程で発生するフードロスの削減を目的に社会貢献型ショッピングサイト「KURADASHI」を
運営している。近年の環境問題への関心が高まる気運にも後押しされ、消費者とマッチングした商品は累計で5万品以上。
日本のフードロスゼロを目指すパイオニアとして急速に事業拡大をしている。2020年11月、事業拡大による増員計画を理由
にオフィス移転を実施した。今回の取材では、新オフィスのコンセプトや概要、今後の運営方針などを中心にお話を伺った。

チームとして最大限の能力を
発揮させるための装置がオフィス

株式会社クラダシ
コーポレート本部／事業推進本部　
人事部／事業開発部
部長　

徳山 耕平氏

｢社会貢献 × フードロス｣を同時に
実現するシステムをつくった

　株式会社クラダシのミッションは、「ソーシャルグッドカンパ
ニーでありつづけること」。またビジョンとして「日本で最もフー
ドロスを削減する会社」を掲げ、設立以来、フードロスの削減
に焦点をあてたサービスを展開している。
｢日本のフードロス量は年間612万トンといわれています。この
量は国民全員が毎日お茶碗1杯分のお米を廃棄しているの
と同量で、世界の食糧援助量380万トンの1.6倍にあたりま
す。内訳を調査すると家庭内で廃棄されるものは45％、事業
会社で廃棄されているものは55％と集計結果が出ています｣
　その中で同社は事業者側での廃棄商品に着目した。
｢日本の商慣習の一つに3分の1ルールといわれるものがあり
ます。このルールのもとでは、賞味期限の3分の1を超えるもの
は流通のネットワークに乗せられなくなってしまう。つまり廃棄が
助長されてしまうのです。それ以外の廃棄理由には、サイズ違
いや印字ミス、季節性商品の時期超過などがあげられます｣
　これらの商品と、「短い賞味期限だとしてもお手軽に購入
したい」と思っている消費者をつなげる。そんな「社会貢献 × 
フードロス」を実現するシステムが社会貢献型ショッピングサ
イト「KURADASHI」となる。
｢『単に安く仕入れてそれ以上の金額で売りさばく』ということ
ではありません。KURADASHIの最大の特長は、お客様に
お買い上げいただいた金額の一部を社会貢献団体に自動
的に寄付するシステムを組み込んでいることです。社会貢献
団体も食品領域にとどまらず、環境保護、医療、動物保護と
いった20のさまざまな社会貢献団体を支援しています｣
　見落とされがちなのは廃棄にも費用が必要だということ。
推計ではあるが、日本の廃棄量612万トンに対する廃棄費
用は2兆円といわれている。加えてメーカー自らの安売りで安
定していた市場価格の暴落を生じさせる可能性もある。
KURADASHIはそれらを解決するための大きなツールとなる
もので、メーカー側のメリットは計り知れない。今では同社の考
えに賛同し、現在の累計商品数は5万品、利用者18万人以
上、協賛企業数850社以上と、着 と々業績を拡大している。

キストや画面だけでは、満足にお互いの思いを伝えきれない
だろうと思いまして。ですから仮にWithコロナの状態が続い
たとしてもリアルなコミュニケーションを優先したオフィスをつ
くるべきだと考えたのです｣
　現在、毎月のように新入社員が入ってくる状況で、フルリ
モートでは社員教育ができないという判断もあった。まずは組
織づくりを重点に行う方針だ。ソーシャルディスタンスも十分
に取れるため、基本は出社するというルールになっている。

オフィスコンセプトは「棚が描く風景」。
旧オフィスからのDNAを受け継いだ

　新オフィスの全体のキーワードは「棚が描く風景」。ラック
スケープという造語を使い、会社全体に浸透させた。旧
オフィスから商品群を並べるコーナーを設けており、それらを
拡張させたいという思いがあったからだ。
｢新オフィスでは壁全面に棚を設置して取り扱っている主要商
品を配置することにしました。どちらかというと間仕切りに近い壁
ですので、工事費を抑えることもできました。来訪されたお客様の
目につく場所ですので、ショーウインドウとしての役割も果たして
います｣
　応接・会議室は3室。それぞれSDGsをそのままに
「Sustainable」「Development」「Goals」と名付けた。これに
よって社内外にSDGsを浸透させるのを目的としている。そこま
でをつなぐ動線となる廊下は「ギャラリー」と名付けた。
｢ギャラリーには過去にいただいた賞状や感謝状を飾ってい
ます。最初に商品に触れて、それから賞状や感謝状を見てい
ただく。その流れで商談に入ることができます。ただのオフィ
スというよりもクラダシを知っていただくための一つの営業
ツールができたと考えています｣
　オープンスペースには多様な形状の机が配置されている。
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配置された机にも1番、8番、12番、13番と名前を付けた。
｢それらの番号は、それぞれSDGsの『貧困をなくそう』『働き
がいも経済成長も』『つくる責任 つかう責任』『気候変動に
具体的な対策を』を意味します。毎日の生活の中で自然に自
分たちの理念が伝わればいいと思っています｣
　オープンスペース奥には集中スペースを設けた。
｢このスペースはコロナが収束したとしても使用頻度は高く
なると考えています。遠方の企業様との顔合わせはオンライ
ンでも問題なく行えることが分かりましたので。将来的に集
中スペースは増設するかもしれません｣
　その手前には、集中スペースと対極となるリラックスするた
めのスペースを設置した。
｢ここはカフェカウンターとなります。ONとOFFをつなげる場
としてアイデアを創造する場としてつくりました。当初の設計
よりもデザイン会社との打ち合わせを重ねる中で倍以上に
大きなものになりました｣
　執務室は完全固定席になっている。
｢緊急事態宣言下においてはフリーアドレス席にしています
が、平常時はあくまでも固定席としての使用を考えています。
現在の座席数は60席。将来的なことを考えて多めに用意し
ました。すでに100名体制用の『未来デザイン』も用意して
いますので、慌てずにスムーズな移行ができると思います｣ 

働く場を適切に生み出す
環境はオフィスが最適と考える

　入居後に多くの社員からの積極的な要望や意見があり、
社員のパフォーマンスの向上のために改善を重ねていると
いう。最後に徳山氏の考えるオフィス論を語っていただいた。
｢人事を管轄している立場でもあるのですが、私はオフィスを

『チームとして最大限の能力を発揮するための装置』と考え
ています。もちろんオフィス以外に集中したい場があればテレ
ワークを行えばいいですし、チームとしての成長を考えるなら
ば直接顔を見ることで感じ取ればいい。それを適切に生み出
す環境はオフィスが最適だと思っています｣
　とはいえ、インフォーマルなコミュニケーションに期待してこ
のオフィスをつくったのだが、会議室や集中スペースで終日
作業をしているシーンも見かけるようになった。
｢今後の課題ですね。今後はさらに会社に来る目的を意識し
てもらえるような仕組みづくりを行っていきます。オフィスは
使っていくことで課題が見えてくるもの。それらの課題に対応
しながらオフィスを進化させていければいいですね｣

1.  ｢社会貢献 × フードロス｣を同時に実現するシステムをつくった
2.  将来的な事業成長を予測して早い段階から移転計画を立てていた
3.  オフィス移転においても「もったいないを価値へ」を実践した
4.  コロナ禍での働き方を想定してオフィス計画を行った
5.  オフィスコンセプトは「棚が描く風景」。旧オフィスからのDNAを受け継いだ
6.  働く場を適切に生み出す環境はオフィスが最適と考える

c o n t e n t s
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カフェカウンター

執務室全景 オープンスペース
ソファエリア

先進
オフィス事例

三幸エステートの

将来的な事業成長を予測して
早い段階から移転計画を立てていた

　旧オフィスは品川区内に立地するオフィスビルに入居して
いた。使用していた面積は40坪。当時フルタイムで8名が勤
務していた。
｢近年のSDGsに対する関心の高まりもあり、事業拡大に向
けて社員を増員しはじめました。その影響でデスク不足、商談
スペース不足の課題も顕在化してきたのです。時には近くの
喫茶店に場所を移して商談を行うこともありました。そんなこ
とでは業務効率も情報保持も悪化するばかりです。中長期
計画では年度内に社員を40名程度に増やす計画を立てて
いたこともあり、早急なスペース改善が求められていました｣
当初は企業成長に合わせながら面積を広くしていくことも

考えていたという。
｢まずは60坪、次に100坪というように段階的に移転を行っ
ていく方法も検討しました。しかしオフィス移転は経済的コス
トだけではなく、社員への過大な負荷もかかります。それが当
社の事業成長の支障にならないかを考える必要がありまし
た。その結果、何度も移転を繰り返すのではなく、数年後まで
を見据えて140坪の面積を確保することにしたのです｣
　品川区中心に数棟を見学したのち、現ビルを選んだ。JR
目黒駅徒歩3分という好立地で、ベストの移転先を見つける
ことができたという。

オフィス移転においても
「もったいないを価値へ」を実践した

2020年7月、同社の事業計画の中でオフィス移転が決
定する。もともと徳山氏は前職でいくつもの移転プロジェクト
を担当していた経歴を持つ。
｢8月に前職時代からお付き合いのある数社の内装デザイ
ン会社を中心に声を掛けてデザインコンペを行いました。当
社からの要望は大きく3つ。『移転時の社員数は30名だが
数年後には100名の計画を立てている。来客が多いことも
踏まえ、スムーズに変更できるようなレイアウトプランを考えて

ほしい』『SDGsをオフィスデザインで表現してほしい』『コミュ
ニケーションが生まれる仕組みを考えてほしい』。これらを具
体的なデザインに落とし込むことをコンペの課題としました｣
　そうして9月中旬に内装デザイン会社が確定する。それか
らヒアリングなどでプランを固めていく。工事自体の開始は
11月1日、入居予定は11月末。わずか1ヵ月で完成させなけ
ればならない。
｢家具什器類は新たに選定することなく知り合いの会社から譲り
受けることができまして。費用、時間ともに大幅に削減できました｣
　まさにオフィス移転においても同社のスローガンである
「もったいないを価値へ」を実践したのである。

コロナ禍での働き方を想定して
オフィス計画を行った

｢もちろんコロナ禍を想定した働き方の議論はありました。し
かしコロナが収束するのか、感染拡大が続くのかが全く見え
てきません。あまり机上の空論で考えすぎるのも適正な判断
ができない気がしまして。ただ新オフィスは140坪の広さがあ
ります。現状の人数の使用ではソーシャルディスタンスは維
持できる。それだけで十分と考えました｣
　オフィス全体を効果的に使用するためにABW（Activity 
Based Working）を導入。カウンター席や集中ブース、ソ
ファ席など、自席以外で働ける場をいたるところに配置した。
｢コミュニケーションを図る方法については賛否両論あると
思います。フルリモートで適切な意思疎通ができると考える
方もいらっしゃるでしょう。しかし当社の現状の組織体ではテ
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｢社会貢献×フードロス｣を同時に
実現するシステムをつくった

　株式会社クラダシのミッションは、「ソーシャルグッドカンパ
ニーでありつづけること」。またビジョンとして「日本で最もフー
ドロスを削減する会社」を掲げ、設立以来、フードロスの削減
に焦点をあてたサービスを展開している。
｢日本のフードロス量は年間612万トンといわれています。この
量は国民全員が毎日お茶碗1杯分のお米を廃棄しているの
と同量で、世界の食糧援助量380万トンの1.6倍にあたりま
す。内訳を調査すると家庭内で廃棄されるものは45％、事業
会社で廃棄されているものは55％と集計結果が出ています｣
その中で同社は事業者側での廃棄商品に着目した。
｢日本の商慣習の一つに3分の1ルールといわれるものがあり
ます。このルールのもとでは、賞味期限の3分の1を超えるもの
は流通のネットワークに乗せられなくなってしまう。つまり廃棄が
助長されてしまうのです。それ以外の廃棄理由には、サイズ違
いや印字ミス、季節性商品の時期超過などがあげられます｣
これらの商品と、「短い賞味期限だとしてもお手軽に購入

したい」と思っている消費者をつなげる。そんな「社会貢献 × 
フードロス」を実現するシステムが社会貢献型ショッピングサ
イト「KURADASHI」となる。
｢『単に安く仕入れてそれ以上の金額で売りさばく』ということ
ではありません。KURADASHIの最大の特長は、お客様に
お買い上げいただいた金額の一部を社会貢献団体に自動
的に寄付するシステムを組み込んでいることです。社会貢献
団体も食品領域にとどまらず、環境保護、医療、動物保護と
いった20のさまざまな社会貢献団体を支援しています｣
見落とされがちなのは廃棄にも費用が必要だということ。

推計ではあるが、日本の廃棄量612万トンに対する廃棄費
用は2兆円といわれている。加えてメーカー自らの安売りで安
定していた市場価格の暴落を生じさせる可能性もある。
KURADASHIはそれらを解決するための大きなツールとなる
もので、メーカー側のメリットは計り知れない。今では同社の考
えに賛同し、現在の累計商品数は5万品、利用者18万人以
上、協賛企業数850社以上と、着 と々業績を拡大している。

キストや画面だけでは、満足にお互いの思いを伝えきれない
だろうと思いまして。ですから仮にWithコロナの状態が続い
たとしてもリアルなコミュニケーションを優先したオフィスをつ
くるべきだと考えたのです｣
　現在、毎月のように新入社員が入ってくる状況で、フルリ
モートでは社員教育ができないという判断もあった。まずは組
織づくりを重点に行う方針だ。ソーシャルディスタンスも十分
に取れるため、基本は出社するというルールになっている。

オフィスコンセプトは「棚が描く風景」。
旧オフィスからのDNAを受け継いだ

　新オフィスの全体のキーワードは「棚が描く風景」。ラック
スケープという造語を使い、会社全体に浸透させた。旧
オフィスから商品群を並べるコーナーを設けており、それらを
拡張させたいという思いがあったからだ。
｢新オフィスでは壁全面に棚を設置して取り扱っている主要商
品を配置することにしました。どちらかというと間仕切りに近い壁
ですので、工事費を抑えることもできました。来訪されたお客様の
目につく場所ですので、ショーウインドウとしての役割も果たして
います｣
　応接・会議室は3室。それぞれSDGsをそのままに
「Sustainable」「Development」「Goals」と名付けた。これに
よって社内外にSDGsを浸透させるのを目的としている。そこま
でをつなぐ動線となる廊下は「ギャラリー」と名付けた。
｢ギャラリーには過去にいただいた賞状や感謝状を飾ってい
ます。最初に商品に触れて、それから賞状や感謝状を見てい
ただく。その流れで商談に入ることができます。ただのオフィ
スというよりもクラダシを知っていただくための一つの営業
ツールができたと考えています｣
　オープンスペースには多様な形状の机が配置されている。

配置された机にも1番、8番、12番、13番と名前を付けた。
｢それらの番号は、それぞれSDGsの『貧困をなくそう』『働き
がいも経済成長も』『つくる責任 つかう責任』『気候変動に
具体的な対策を』を意味します。毎日の生活の中で自然に自
分たちの理念が伝わればいいと思っています｣
　オープンスペース奥には集中スペースを設けた。
｢このスペースはコロナが収束したとしても使用頻度は高く
なると考えています。遠方の企業様との顔合わせはオンライ
ンでも問題なく行えることが分かりましたので。将来的に集
中スペースは増設するかもしれません｣
　その手前には、集中スペースと対極となるリラックスするた
めのスペースを設置した。
｢ここはカフェカウンターとなります。ONとOFFをつなげる場
としてアイデアを創造する場としてつくりました。当初の設計
よりもデザイン会社との打ち合わせを重ねる中で倍以上に
大きなものになりました｣
　執務室は完全固定席になっている。
｢緊急事態宣言下においてはフリーアドレス席にしています
が、平常時はあくまでも固定席としての使用を考えています。
現在の座席数は60席。将来的なことを考えて多めに用意し
ました。すでに100名体制用の『未来デザイン』も用意して
いますので、慌てずにスムーズな移行ができると思います｣ 

働く場を適切に生み出す
環境はオフィスが最適と考える

　入居後に多くの社員からの積極的な要望や意見があり、
社員のパフォーマンスの向上のために改善を重ねていると
いう。最後に徳山氏の考えるオフィス論を語っていただいた。
｢人事を管轄している立場でもあるのですが、私はオフィスを

『チームとして最大限の能力を発揮するための装置』と考え
ています。もちろんオフィス以外に集中したい場があればテレ
ワークを行えばいいですし、チームとしての成長を考えるなら
ば直接顔を見ることで感じ取ればいい。それを適切に生み出
す環境はオフィスが最適だと思っています｣
　とはいえ、インフォーマルなコミュニケーションに期待してこ
のオフィスをつくったのだが、会議室や集中スペースで終日
作業をしているシーンも見かけるようになった。
｢今後の課題ですね。今後はさらに会社に来る目的を意識し
てもらえるような仕組みづくりを行っていきます。オフィスは
使っていくことで課題が見えてくるもの。それらの課題に対応
しながらオフィスを進化させていければいいですね｣
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株式会社 クラダシ

クラダシのミッションは、ソーシャルグッドカンパニーでありつづ
けること。そのため「クラダシ基金」「フードバンク向けオンライ
ンマッチングシステム」「学校給食キャンペーン」「国産農林水産
物販売支援キャンペーン」「クラダシレスキュー」「オフィスdeク
ラダシ」などさまざまな社会貢献の仕組みづくりを行っている。

エントランス

ギャラリー

会議室 集中スペース

ラックスケープ
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柔軟に改善を重ねていく
それこそがオフィスの健全な姿

　最後に今後のオフィス運営についてお聞きした。
｢現時点で特にきっちりと定めていることはありません。『健康
とは、フィジカル、メンタル、ソーシャルが合わさったもの』
という当社代表の言葉どおり、全ての要素が健全でこそ本
来の健康といえるのです。もし病気にかかった、あるいはけ
がをしたとして、治療をするのはもちろんですが、病気やケ
ガの原因となった背景を見直し、よりよい環境・健康を意
識することができれば、なおよいでしょう。オフィスも同様で
す。きっちりとしたルールを決めることなく、柔軟に改善を重
ねていけばいいのではないでしょうか。それこそがオフィスの
健全な姿だと思います｣

精一杯でしたね。スペースを増やしたといっても各部屋が
壁で仕切られていましたので使いにくさを感じていました｣
　健康管理を支援する会社としてストレスを生む環境は早
急に改善しなければならない。また、コミュニケーションの
悪化はイノベーションの創出を遮るものとなる。以前から大
きな経営課題となっていたという。
｢旧オフィスでは偶発的な出会いで生まれたアイデアがあっ
ても、それを進化させるための場所がありませんでした｣
　それでもコロナ禍においてはテレワーク導入やビジネス
チャットの採用などの施策を講じ、課題の緩和に努めてき
た。しかしどんなにビジネスチャットでのやり取りが頻繁に行
われていたとしてもあくまでもテキスト上のコミュニケーショ
ン。予期せぬアイデアといったプラスアルファが生まれる
ケースは少ない。何気ない会話や雑談こそが重要だと改め
て認識したという。

渋谷を中心に移転先を探す。
最後はオフィスの形状が決め手になった

　コロナ禍ではあったが、同社での増員ペースが速かった
こともあってオフィス移転を優先課題とした。そして2020
年10月から移転先探しをスタートさせる。
｢オフィス立地は今後の採用活動にも大きな影響を与えるこ
とになります。それで当社のブランドイメージができつつある
渋谷を中心に、その周辺を移転先エリアとして絞ることにし
ました。求めた面積は旧オフィスの約2.5倍となる250坪
前後。セミナー開催やコミュニケーションを高めるために多
目的エリアが必要という考えからです｣
　そして複数のビルを見学。最終的に現ビルを選んだ決め
手となったのはオフィスフロアの形状だったという。
｢待ち望んでいたワンフロアになるのですから、オフィス内が
見渡せる空間でなければ意味がないと思ったのです。選ん
だビルは柱も少なく正方形の空間であることが魅力でした｣
　そして2020年11月末に契約を締結した。旧オフィスの
時代から渋谷周辺に住居を構える社員が多いため、その
通勤環境は大きく変えたくなかった。その点でも満足のいく
オフィス移転ができたと語る。
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コラボレーションスペース

セルフケアとカンパニーケアの
2つのケアの整備を目指す

　健康管理システム｢Carely｣は、働き方改革や健康経営
への関心の高まりもあって導入を検討する企業からの問い
合わせが増えているという。
｢健康管理といっても、その中には『健康診断』『ストレス
チェック』『過重労働』といった、多種多様なデータを管理
する必要があります。まして従業員数が多くなればそれだけ
管理が煩雑になるおそれもあります｣
　開発・提供を行っているのは株式会社iCARE。代表
の山田洋太氏は現役の産業医でもある。
｢もともと代表は心療内科の専門医です。多くの検診を行
う中でワーカーのメンタルの改善には働いている環境の整
備が大きく影響していることを感じていたそうです｣
　同社のビジョンは「働くひとと組織の健康を創る」。その
実現には「働くひとが自ら健康を創るセルフケア」と「働く組
織が従業員の健康を創るカンパニーケア」の2つのケアの
整備が極めて重要だと語る。
｢同システム導入のメリットは全ての健康情報をクラウド上で
一元化し、一気通貫型の健康管理を実施できることです。
それは導入企業の大幅な業務効率につながるだけではな
く、産業医側にも蓄積データの管理やミスのないデータ検
索といったメリットもあります。また、蓄積されたデータを通し
て会社全体の健康状態が可視化され、さまざまな施策に
活用できる環境が整います。私どもは、これこそが本来の
健康経営の第一歩だと考えています｣

旧オフィスではコミュニケーションの
低下が大きな課題だった

　同社の旧オフィスはJR渋谷駅徒歩8分の立地だった。
｢上層階が集合住宅となっている物件で。最初に入居した
当時は社員数30名程度でした｣
　事業拡大につれて社員を増やしていく。それに比例して
賃貸スペースを拡張していく。その繰り返しで応急処置的
に対応していたが、ついに限界がきた。
｢移転直前は109坪を90名で使用していました。歩くのも
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4. 新オフィスのコンセプトは｢見える・聞こえる・会える」
5. 誰かの会話を聞くだけでもそれは立派なコミュニケーション
6. 柔軟に改善を重ねていくそれこそがオフィスの健全な姿

c o n t e n t s

新オフィスのコンセプトは
｢見える・聞こえる・会える」

移転先が決まり、内装デザインのフェーズに入る。前職
でオフィスデザイン会社に勤務していたこともあって大まかな
ゾーニングは岡田氏が担当する。それを内装デザイン会社
が設計図に落とし込んでいく。途中、何回も費用を確認し
ながらテストレイアウトを繰り返す。コンセプトワークに時間を
かけたこともあって内装工事の開始は2021年2月となった。
｢コロナの収束が見えていないこともあって、家具はサブス
クリプションを活用しました。そうすることで自由度の高いオ
フィスの構築を目指したのです｣
実験的な要素をふんだんに採り入れたオフィスの内装工
事にかかった日数はわずか1ヵ月。2021年3月からの入居
を可能にした。
｢もともと見渡せるオフィス空間がテーマでしたので個室も少
ないですし、パーテーションも立てていません。大規模な工
事とならなかったのがポイントといえます｣
それでは新オフィスを紹介していこう。新オフィスのコンセ
プトは「見える・聞こえる・会える」。旧オフィスでの課題であっ
たコミュニケーションを活性化させるという課題解決を考えて
のことだ。
エントランスに足を踏み入れると目の前に板張りの広い空
間が広がる。多目的エリアと執務エリアに分けられ、その
境界はガラス壁で仕切られている。
｢どの場所にいてもオフィスの隅々が見渡せることを意識しま
した｣
多目的エリアには4室の会議室を設けた。その名称は社

内公募で決める。ちなみに各室は「桜（さくら）」「向日葵（ひ
まわり）」「蓬（よもぎ）」「初恋草（はつこいそう）」と名付けら
れた。同社のシンボルマークのカラーに合わせた花の色か
ら着想されたという。
その他、入口近くに各種トレーニングマシンが置かれている。
｢使用時間帯などのルールは特に定めていません。自由に
気分転換をしながら使ってもらえればと思っています｣
天井には固定式スクリーンとプロジェクターが備え付けら

れている。
｢いずれは外部セミナーやイベントをするための機能です。

スクリーンを使ってチーム会議を行っているシーンも見かける
ようになりました。その一方で少人数のミーティングにもよく
活用されています。やはりオープンな環境はいいですね。
部署を超えた活発な意見交換ができているようです｣
中央部の目立つ場所にカウンター席、奥の静かな場所

にはカフェバーを配置した。どちらもブレイクタイムやスタン
ディングの打ち合わせに使われている。
ガラス壁の内部が執務エリアだ。入室にはセキュリティ

カードが必要となる。
｢現状は固定席です。視界を遮らないようにキャビネットの
サイズも低く設定しました。執務室の中心には大きなデスク
を配して集まりやすい環境をつくっています。窓際にはソロ
ワークデスクを設置。かなり稼働率が高いですね｣
その他、執務エリアの両サイドにはソファを使ったミーティ

ングエリア「日光（にっこう）」と「月光（がっこう）」を設けている。

｢無明の病を治す薬を与える医学の仏である『薬師如来』
の三尊に安置されている仏像の名前です｣
新オフィスでの出社率は3割程度だが、コロナが落ち着

いてきたらフル出社を目指すという。そして将来的にはフリー
アドレスもしくはグループアドレスを導入し、さらに社内コミュ
ニケーションを高めていく予定だ。

誰かの会話を聞くだけでも
それは立派なコミュニケーション

｢今後、さまざまな経験をお持ちの方々が入社してきます。
年齢も専門分野も異なる社員との会話はとても貴重なもの
となるでしょう。たとえ自分が会話に参加していなくとも、そ
の聞こえてくる内容はとても有益となるはずです。近くで見
聞きした情報は無意識のうちにインプットされるもの。それを
自分の知識として蓄積できるなら、それは立派なコミュニケー
ションだと思っています。そんなことはバーチャルの環境で
はできません。だからこそオフィスは必要なのです｣
オフィスで顔を合わせることは、スタッフの不調に気が付

くきっかけになることもあるという。
｢以前、テレワークを続けているワーカーにストレスチェックをし
たことがありました。自分では通勤ストレスも減り、何の支障
もないと思っていたそうです。しかし診断の結果では精神状
態の低下が見受けられました。在宅で誰とも触れる機会がな
かったため不調に気がつかなかったのです。オフィスに出社
していればきっと誰かがその変化に気づいていたことでしょう。
オフィスで顔を合わせることはやはり意味があると思います｣

3

企業の健康管理を効率化し健康課題を可視化するクラウドサービス「Carely（ケアリィ）」。
開発・提供を行っている株式会社iCAREは、近年の健康経営への関心も後押しして著しい成長を遂げている。
コロナ禍でオフィスの重要性を再認識した結果、新オフィスは移転前と比べて約2.5倍の面積に拡張したという。
今回は、移転プロジェクトを牽引した岡田あさこ氏にそのプロジェクト概要とオフィスの必要性について伺った。

雑談こそが重要と考えてオフィスを構築。
そのコンセプトは｢見える・聞こえる・会える」
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ン。予期せぬアイデアといったプラスアルファが生まれる
ケースは少ない。何気ない会話や雑談こそが重要だと改め
て認識したという。

渋谷を中心に移転先を探す。
最後はオフィスの形状が決め手になった

　コロナ禍ではあったが、同社での増員ペースが速かった
こともあってオフィス移転を優先課題とした。そして2020
年10月から移転先探しをスタートさせる。
｢オフィス立地は今後の採用活動にも大きな影響を与えるこ
とになります。それで当社のブランドイメージができつつある
渋谷を中心に、その周辺を移転先エリアとして絞ることにし
ました。求めた面積は旧オフィスの約2.5倍となる250坪
前後。セミナー開催やコミュニケーションを高めるために多
目的エリアが必要という考えからです｣
　そして複数のビルを見学。最終的に現ビルを選んだ決め
手となったのはオフィスフロアの形状だったという。
｢待ち望んでいたワンフロアになるのですから、オフィス内が
見渡せる空間でなければ意味がないと思ったのです。選ん
だビルは柱も少なく正方形の空間であることが魅力でした｣
　そして2020年11月末に契約を締結した。旧オフィスの
時代から渋谷周辺に住居を構える社員が多いため、その
通勤環境は大きく変えたくなかった。その点でも満足のいく
オフィス移転ができたと語る。

セルフケアとカンパニーケアの
2つのケアの整備を目指す

　健康管理システム｢Carely｣は、働き方改革や健康経営
への関心の高まりもあって導入を検討する企業からの問い
合わせが増えているという。
｢健康管理といっても、その中には『健康診断』『ストレス
チェック』『過重労働』といった、多種多様なデータを管理
する必要があります。まして従業員数が多くなればそれだけ
管理が煩雑になるおそれもあります｣
　開発・提供を行っているのは株式会社iCARE。代表
の山田洋太氏は現役の産業医でもある。
｢もともと代表は心療内科の専門医です。多くの検診を行
う中でワーカーのメンタルの改善には働いている環境の整
備が大きく影響していることを感じていたそうです｣
　同社のビジョンは「働くひとと組織の健康を創る」。その
実現には「働くひとが自ら健康を創るセルフケア」と「働く組
織が従業員の健康を創るカンパニーケア」の2つのケアの
整備が極めて重要だと語る。
｢同システム導入のメリットは全ての健康情報をクラウド上で
一元化し、一気通貫型の健康管理を実施できることです。
それは導入企業の大幅な業務効率につながるだけではな
く、産業医側にも蓄積データの管理やミスのないデータ検
索といったメリットもあります。また、蓄積されたデータを通し
て会社全体の健康状態が可視化され、さまざまな施策に
活用できる環境が整います。私どもは、これこそが本来の
健康経営の第一歩だと考えています｣

旧オフィスではコミュニケーションの
低下が大きな課題だった

　同社の旧オフィスはJR渋谷駅徒歩8分の立地だった。
｢上層階が集合住宅となっている物件で。最初に入居した
当時は社員数30名程度でした｣
　事業拡大につれて社員を増やしていく。それに比例して
賃貸スペースを拡張していく。その繰り返しで応急処置的
に対応していたが、ついに限界がきた。
｢移転直前は109坪を90名で使用していました。歩くのも
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株式会社iCARE

iCAREは、経済産業省が顕彰する「健康経営優良法人」に2年連
続で認定され、2020年度は中規模法人上位500に選出。東京
都より、健康優良企業「金」の認定を受けるなど、自社でも健康
経営を実践し、サービスにも繋げている。「Carely」導入企業向
けに提供する健康経営プラットフォーム「Carely Place」では、
健康課題の可視化、改善、効果検証を行えるため、健康経営銘
柄・健康経営優良法人の取得を目指す企業にも役立っている。

https://www.carely.jp/

新オフィスのコンセプトは
｢見える・聞こえる・会える」

　移転先が決まり、内装デザインのフェーズに入る。前職
でオフィスデザイン会社に勤務していたこともあって大まかな
ゾーニングは岡田氏が担当する。それを内装デザイン会社
が設計図に落とし込んでいく。途中、何回も費用を確認し
ながらテストレイアウトを繰り返す。コンセプトワークに時間を
かけたこともあって内装工事の開始は2021年2月となった。
｢コロナの収束が見えていないこともあって、家具はサブス
クリプションを活用しました。そうすることで自由度の高いオ
フィスの構築を目指したのです｣
　実験的な要素をふんだんに採り入れたオフィスの内装工
事にかかった日数はわずか1ヵ月。2021年3月からの入居
を可能にした。
｢もともと見渡せるオフィス空間がテーマでしたので個室も少
ないですし、パーテーションも立てていません。大規模な工
事とならなかったのがポイントといえます｣
　それでは新オフィスを紹介していこう。新オフィスのコンセ
プトは「見える・聞こえる・会える」。旧オフィスでの課題であっ
たコミュニケーションを活性化させるという課題解決を考えて
のことだ。
　エントランスに足を踏み入れると目の前に板張りの広い空
間が広がる。多目的エリアと執務エリアに分けられ、その
境界はガラス壁で仕切られている。
｢どの場所にいてもオフィスの隅々が見渡せることを意識しま
した｣
　多目的エリアには4室の会議室を設けた。その名称は社
内公募で決める。ちなみに各室は「桜（さくら）」「向日葵（ひ
まわり）」「蓬（よもぎ）」「初恋草（はつこいそう）」と名付けら
れた。同社のシンボルマークのカラーに合わせた花の色か
ら着想されたという。
　その他、入口近くに各種トレーニングマシンが置かれている。
｢使用時間帯などのルールは特に定めていません。自由に
気分転換をしながら使ってもらえればと思っています｣
　天井には固定式スクリーンとプロジェクターが備え付けら
れている。
｢いずれは外部セミナーやイベントをするための機能です。

スクリーンを使ってチーム会議を行っているシーンも見かける
ようになりました。その一方で少人数のミーティングにもよく
活用されています。やはりオープンな環境はいいですね。
部署を超えた活発な意見交換ができているようです｣
　中央部の目立つ場所にカウンター席、奥の静かな場所
にはカフェバーを配置した。どちらもブレイクタイムやスタン
ディングの打ち合わせに使われている。
　ガラス壁の内部が執務エリアだ。入室にはセキュリティ
カードが必要となる。
｢現状は固定席です。視界を遮らないようにキャビネットの
サイズも低く設定しました。執務室の中心には大きなデスク
を配して集まりやすい環境をつくっています。窓際にはソロ
ワークデスクを設置。かなり稼働率が高いですね｣
　その他、執務エリアの両サイドにはソファを使ったミーティ
ングエリア「日光（にっこう）」と「月光（がっこう）」を設けている。

｢無明の病を治す薬を与える医学の仏である『薬師如来』
の三尊に安置されている仏像の名前です｣
　新オフィスでの出社率は3割程度だが、コロナが落ち着
いてきたらフル出社を目指すという。そして将来的にはフリー
アドレスもしくはグループアドレスを導入し、さらに社内コミュ
ニケーションを高めていく予定だ。

誰かの会話を聞くだけでも
それは立派なコミュニケーション

｢今後、さまざまな経験をお持ちの方々が入社してきます。
年齢も専門分野も異なる社員との会話はとても貴重なもの
となるでしょう。たとえ自分が会話に参加していなくとも、そ
の聞こえてくる内容はとても有益となるはずです。近くで見
聞きした情報は無意識のうちにインプットされるもの。それを
自分の知識として蓄積できるなら、それは立派なコミュニケー
ションだと思っています。そんなことはバーチャルの環境で
はできません。だからこそオフィスは必要なのです｣
　オフィスで顔を合わせることは、スタッフの不調に気が付
くきっかけになることもあるという。
｢以前、テレワークを続けているワーカーにストレスチェックをし
たことがありました。自分では通勤ストレスも減り、何の支障
もないと思っていたそうです。しかし診断の結果では精神状
態の低下が見受けられました。在宅で誰とも触れる機会がな
かったため不調に気がつかなかったのです。オフィスに出社
していればきっと誰かがその変化に気づいていたことでしょう。
オフィスで顔を合わせることはやはり意味があると思います｣

多目的エリア

会議室 カフェバー

トレーニングマシン

1 on 1ブース

ソロワークデスク

ミーティングエリア日光

中央カウンター
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と思います｣（行廣氏）
　フロア内には同社のさまざまな商材が導入されている。
中でも一番目を引くのが「オンラインスタジオ」である。
｢Atteのフロアは当社のショールームのような位置づけにす
ることも当初の計画でした。8階コワーキングスペースには、
ニューノーマル時代のコミュニケーションの拠点となるLIVE
配信専用の簡易スタジオを整備しました｣（小田原氏）
｢ここは方針発表やウェビナー・勉強会、日常的なプレゼ
ンテーションなどで使うことが多く、来社いただいたお客さま
との商談の場としても使用できます。効果的な営業ツール
になっていますね。この『スタジオ』では電源の『オン／オフ』
で『透明／不透明』が瞬時に切り替わる当社商材の液晶
調光フィルム『LC MAGIC』も採用しています｣（行廣氏）
｢以前のオフィスと比べてとてもゆったりできるというのが率
直な感想です。本社は密集していたことに加えて、ミーティ
ングスペース不足という課題を抱えていました。そのため
ちょっとした打ち合わせをするだけでも会議室を予約する必
要があったのです。新オフィスはいつでも集まれる場所があ
りますので、時間効率も良くストレスのない毎日を過ごせて
います｣（谷口氏）
　9階も執務室とコワーキングスペースで構成されている。
ただし8階と違って執務スペースが中心のレイアウトとなっ
ている。
｢9階入口つきあたりには会議室『Our Space』を配置して
います。これは窓に見立てた映像や音、香り、照明を複
合的に演出する機能を持つ当社の商材の一つです。瞬時
に空間や時間を移動して打ち合わせのような疑似的な環境
変化でリフレッシュや集中力の維持・向上をサポートする空
間です｣（小田原氏）
｢その他、オンライン対応デスク、ソロ集中ブース、コワー
キングスペースなどの多様な機能を用意しています。もちろ
ん完全フリーアドレスでABWを導入していますので、従業
員は業務内容に最適な働く場を求めて上下階を自由に行き
来しています｣（林﨑氏）
｢フリーアドレスといっても執務室内のパーティションは低め
に設定していますので見晴らしも良く、誰がどこに座ってい
るのかはわかるようになっています｣（谷口氏）

コロナが収束したとしても
このオフィスでの取り組みは変わらない

　同社はコロナに関係なくこの働き方を継続させていくと考
えている。
｢ここにお客さまをお連れすると、働き方を変えようとしてい

る当社の姿勢が伝わるみたいですね。それだけでもAtteの
存在意義があるように思えます｣（谷口氏）
｢ここで雑談をすることで新たな議論が生まれます。きっとリ
モートも対面も、どちらにも価値があるのでしょう。あとはど
のようにオフィスを使うかだと思います｣（行廣氏）
｢移転後のオフィスの満足度は概ね好評でした。同時に改
善点もあがっていますのでそれらに真剣に向き合っていきた
いと思います｣（林﨑氏）
｢Atteの成功事例が徐々に拠点に広がっていけばいいです
ね。少しずつノウハウを蓄積し、全社的に働く環境を改め
て整えていきたいですし、お客さまのオフィス課題解決のサ
ポートもできればと思っています｣（小田原氏）

｢従来の働き方や固定概念を打破しつつ、今までにないオ
フィスをつくれるか。今回のプロジェクトではトップが自らイノ
ベーティブな空間づくりに賛同していたのでやりやすかった
ですね｣（林﨑氏）

新オフィスのコンセプトは
｢直接会って対話する価値」を
最大化すること

　新オフィスの面積は2フロアの合計約590坪。同事業
部に在籍する460名が使用する。
｢完全フリーアドレスの導入で執務室に用意した席数は
247席。これに8階のコワーキングスペースの87席が加
わります｣（林﨑氏）
　コロナ禍ということもあってオフィスに来ることの意味を再
考した。その結果、「リモートの良さ」と「リモートだけではカ
バーできない業務」の再認識につながったという。
｢せっかくオフィスに来るのならば、『人と会う・話す』ことの良
さを改めて意識しようと思ったのです。8階と9階の合計フロ
アの4分の1をコワーキングスペースとしました。当社のブラ
ンド戦略部が中心となってネーミングを検討。最終的にAtte
（アッテ）という名称となりました。ロゴは『多様な個性が会っ
て、予想外の新しいものが生まれる』というコンセプトから、
ロゴ1種に限定するのではなく色や大きさ、フォントをランダ
ムに変えてさまざまな見え方で展開しています｣（小田原氏）
｢本社での働き方は、どちらかというと時間内での共有が主
体になります。一方、新オフィスは好きな時間に、好きな
場所で打ち合わせをする。自分のリズムで働くことでモチ
ベーションが高まる空間づくりをテーマにしました。現在出
社率はコロナ感染予防の観点から低いですが、それでも考
え方のベースは『会う』『対話する』なのです｣（林﨑氏）

8階コワーキングスペース

多様化する時代に合わせて
社会的価値を創造してきた

　凸版印刷株式会社（創業当時は凸版印刷合資会社）
の創業は1900年（明治33年）。日本の近代化が進み始
めた時代である。創業後、オフセット印刷などの新技術の
導入、大量印刷・低コストの需要、高度経済成長の幕開け、
ライフスタイルの多様化、デジタル化とグローバル化といっ
た時代のニーズに応える営業戦略で成長を続けてきた。
　現在、2025年に向けて同社が最も社会価値を創出で
きる領域として「健康・ライフサイエンス」「教育・文化交流」
「都市空間・モビリティ」「エネルギー・食料資源」の4つ
の成長領域を設定。今後もさらなるグローバルビジネス、フ
ロンティアビジネスに挑戦していく。
　そんな同社のオフィス戦略はちょうど1年前。組織改編
に伴い、文京区小石川にあるトッパン小石川本社ビルの
人員増加があり、外部物件も含めたオフィス環境の再編の
必要性が出てきたことで始まった。
｢小石川本社ビル内の2フロアを空けるために、外部にオフィ
スを求める必要が出てきました。構築するオフィスは、せっか
くならば旧来型のオフィスではなく、当社内でも最先端をいく
オフィスにしようという話から構想がスタートしました｣（林﨑氏）
　創業120年という特別な年と重なったこともあり、大々
的な働き方改革を実施することとなった。移転先の最優先
条件は交通アクセスの良さだったという。
｢新オフィスを構築するにあたっては得意先に出向く社員の利
便性を考え、主要駅からの距離を重要視しました｣（林崎氏）
　いくつかの候補物件を見学したのち、飯田橋駅徒歩4
分に立地する大規模オフィスビルの8階と9階の入居を決
定した。
｢飯田橋駅はJRや東京メトロ、都営地下鉄が乗り入れられ
ており、そのアクセスの良さで営業効率の改善も図れます｣
（行廣氏）
　本プロジェクトは2020年6月にオフィスを確定させ、7月
から設計開始。そして10月末までに入居というタイトなスケ
ジュールで進行した。小田原氏が在籍するスペースプロ
デュース部とブランド戦略部がコンセプト策定、空間プロ
デュースなどを手掛けた。
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c o n t e n t s

将来的な働き方を意識して
新オフィスをつくった

　構築された新オフィスはコロナ禍での設計ということも
あって、感染防止対策をしながらニューノーマルな働き方を
実現する仕掛けをいたるところにつくった。
　それでは8階フロアから順に説明していこう。
エントランスは8階に設置。陽光が差し込む空間で、来客
者の待合所の機能を持つ。入口に足を踏み入れるとすぐ
右側にリラクゼーションカフェが置かれている。
｢オフィス入口すぐ近くにカフェカウンターを備えたことで、出
社をライフスタイルの延長線上にという考え方のもと緩やか
な空間で入りやすいオフィスを目指しました。カウンター真上
には本当の自然光が降り注いでいるような日当たりの良い
空間を演出する当社商材の照明を設置しています。天窓
から光を浴びながらカウンターで仕事もできて、息抜きでコー
ヒーを飲みに来た同僚とコミュニケーションも自然と生まれて
いるようです。夜は照明を切り替えてバーカウンター風にフ
ロア全体の表情も変わります｣（小田原氏）
｢電子マネー決算ができるので気軽に購入しています。息
抜きにもなりますし、何より来社いただいたお客さまに喜ん
でもらえるのがいいですね。商談時の会話のフックにもなり
ます」（谷口氏）
　そしてエリア全面にはコワーキングスペースが広がる。ここ
では組織に捉われないコミュニケーションの形成が図られる。

｢置かれた机・椅子は予約制ではありませんので自由に使
えます。飲食や休憩といった禁止ルールも特に決めていま
せん。飛沫防止パネルなどコロナ対策のグッズを十二分に
用意しつつ、机や椅子も容易に動かせるように可変性を考
えた家具で構成しています。天井には大きく投影できるプロ
ジェクタを。現在は会社の最新トピックを投影していますが
コロナ収束後はここでイベントなどを実施した際に活用でき
るよう設置しました｣（小田原氏）
｢このような場があるとアイデア出しやそれに伴うディスカッ
ションを自然な流れで行えますね｣（谷口氏）
　8階フロア最奥にはソファが置かれた。
｢ゆったりと雑談ができる空間の必要性を考えて配置しまし
た。ちょうど配置した方角には高層ビルが建っていないこと
もあって景色を楽しめる場所にもなっています｣（林﨑氏）
｢家に友人を呼んで会話をするリビングのような空間を、ラ
イフスタイルの延長線上でオフィスにも用意したかったので
す。その他、多人数ミーティングも行える卓球台の要素も
付加した大テーブル、完全遮蔽ではありませんがWebミー
ティング用のエリアもつくりました｣（小田原氏）
　コワーキングスペース内に個室は3室設けた。どの部屋も
モニターを付けてリモートミーティングが行えるようにしている。
｢最近では、お客さまからの要望もあってWeb会議を使っ
たプレゼンの機会が増えています。現在、リモートワークと
対面を使い分けながらの業務になっているのですが、そん
なハイブリッドな働き方を想定した適切なオフィスが完成した
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凸版印刷株式会社は創業以来、その時代ごとに取得してきた印刷テクノロジーを基盤に業務を拡大してきた。
今では世界最大規模の総合印刷会社として、その地位を確立している。
現在、「情報コミュニケーション」「生活・産業」「エレクトロニクス」の分野を中心に
コラボレーションによるトータルソリューションを提供。社会的価値の創造を行っている。
2020年11月、新たな働き方を実現するために新オフィスを開設。多様で柔軟な働き方を促進している。
今回の取材では、新オフィス構築の背景や目的についてプロジェクトメンバーの方々にお話を伺った。

｢直接会って対話する価値｣を
最大化するオフィスを構築した

8階エントランス
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と思います｣（行廣氏）
　フロア内には同社のさまざまな商材が導入されている。
中でも一番目を引くのが「オンラインスタジオ」である。
｢Atteのフロアは当社のショールームのような位置づけにす
ることも当初の計画でした。8階コワーキングスペースには、
ニューノーマル時代のコミュニケーションの拠点となるLIVE
配信専用の簡易スタジオを整備しました｣（小田原氏）
｢ここは方針発表やウェビナー・勉強会、日常的なプレゼ
ンテーションなどで使うことが多く、来社いただいたお客さま
との商談の場としても使用できます。効果的な営業ツール
になっていますね。この『スタジオ』では電源の『オン／オフ』
で『透明／不透明』が瞬時に切り替わる当社商材の液晶
調光フィルム『LC MAGIC』も採用しています｣（行廣氏）
｢以前のオフィスと比べてとてもゆったりできるというのが率
直な感想です。本社は密集していたことに加えて、ミーティ
ングスペース不足という課題を抱えていました。そのため
ちょっとした打ち合わせをするだけでも会議室を予約する必
要があったのです。新オフィスはいつでも集まれる場所があ
りますので、時間効率も良くストレスのない毎日を過ごせて
います｣（谷口氏）
　9階も執務室とコワーキングスペースで構成されている。
ただし8階と違って執務スペースが中心のレイアウトとなっ
ている。
｢9階入口つきあたりには会議室『Our Space』を配置して
います。これは窓に見立てた映像や音、香り、照明を複
合的に演出する機能を持つ当社の商材の一つです。瞬時
に空間や時間を移動して打ち合わせのような疑似的な環境
変化でリフレッシュや集中力の維持・向上をサポートする空
間です｣（小田原氏）
｢その他、オンライン対応デスク、ソロ集中ブース、コワー
キングスペースなどの多様な機能を用意しています。もちろ
ん完全フリーアドレスでABWを導入していますので、従業
員は業務内容に最適な働く場を求めて上下階を自由に行き
来しています｣（林﨑氏）
｢フリーアドレスといっても執務室内のパーティションは低め
に設定していますので見晴らしも良く、誰がどこに座ってい
るのかはわかるようになっています｣（谷口氏）

コロナが収束したとしても
このオフィスでの取り組みは変わらない

　同社はコロナに関係なくこの働き方を継続させていくと考
えている。
｢ここにお客さまをお連れすると、働き方を変えようとしてい

る当社の姿勢が伝わるみたいですね。それだけでもAtteの
存在意義があるように思えます｣（谷口氏）
｢ここで雑談をすることで新たな議論が生まれます。きっとリ
モートも対面も、どちらにも価値があるのでしょう。あとはど
のようにオフィスを使うかだと思います｣（行廣氏）
｢移転後のオフィスの満足度は概ね好評でした。同時に改
善点もあがっていますのでそれらに真剣に向き合っていきた
いと思います｣（林﨑氏）
｢Atteの成功事例が徐々に拠点に広がっていけばいいです
ね。少しずつノウハウを蓄積し、全社的に働く環境を改め
て整えていきたいですし、お客さまのオフィス課題解決のサ
ポートもできればと思っています｣（小田原氏）

｢従来の働き方や固定概念を打破しつつ、今までにないオ
フィスをつくれるか。今回のプロジェクトではトップが自らイノ
ベーティブな空間づくりに賛同していたのでやりやすかった
ですね｣（林﨑氏）

新オフィスのコンセプトは
｢直接会って対話する価値」を
最大化すること

　新オフィスの面積は2フロアの合計約590坪。同事業
部に在籍する460名が使用する。
｢完全フリーアドレスの導入で執務室に用意した席数は
247席。これに8階のコワーキングスペースの87席が加
わります｣（林﨑氏）
　コロナ禍ということもあってオフィスに来ることの意味を再
考した。その結果、「リモートの良さ」と「リモートだけではカ
バーできない業務」の再認識につながったという。
｢せっかくオフィスに来るのならば、『人と会う・話す』ことの良
さを改めて意識しようと思ったのです。8階と9階の合計フロ
アの4分の1をコワーキングスペースとしました。当社のブラ
ンド戦略部が中心となってネーミングを検討。最終的にAtte
（アッテ）という名称となりました。ロゴは『多様な個性が会っ
て、予想外の新しいものが生まれる』というコンセプトから、
ロゴ1種に限定するのではなく色や大きさ、フォントをランダ
ムに変えてさまざまな見え方で展開しています｣（小田原氏）
｢本社での働き方は、どちらかというと時間内での共有が主
体になります。一方、新オフィスは好きな時間に、好きな
場所で打ち合わせをする。自分のリズムで働くことでモチ
ベーションが高まる空間づくりをテーマにしました。現在出
社率はコロナ感染予防の観点から低いですが、それでも考
え方のベースは『会う』『対話する』なのです｣（林﨑氏）

多様化する時代に合わせて
社会的価値を創造してきた

　凸版印刷株式会社（創業当時は凸版印刷合資会社）
の創業は1900年（明治33年）。日本の近代化が進み始
めた時代である。創業後、オフセット印刷などの新技術の
導入、大量印刷・低コストの需要、高度経済成長の幕開け、
ライフスタイルの多様化、デジタル化とグローバル化といっ
た時代のニーズに応える営業戦略で成長を続けてきた。
　現在、2025年に向けて同社が最も社会価値を創出で
きる領域として「健康・ライフサイエンス」「教育・文化交流」
「都市空間・モビリティ」「エネルギー・食料資源」の4つ
の成長領域を設定。今後もさらなるグローバルビジネス、フ
ロンティアビジネスに挑戦していく。
　そんな同社のオフィス戦略はちょうど1年前。組織改編
に伴い、文京区小石川にあるトッパン小石川本社ビルの
人員増加があり、外部物件も含めたオフィス環境の再編の
必要性が出てきたことで始まった。
｢小石川本社ビル内の2フロアを空けるために、外部にオフィ
スを求める必要が出てきました。構築するオフィスは、せっか
くならば旧来型のオフィスではなく、当社内でも最先端をいく
オフィスにしようという話から構想がスタートしました｣（林﨑氏）
　創業120年という特別な年と重なったこともあり、大々
的な働き方改革を実施することとなった。移転先の最優先
条件は交通アクセスの良さだったという。
｢新オフィスを構築するにあたっては得意先に出向く社員の利
便性を考え、主要駅からの距離を重要視しました｣（林崎氏）
　いくつかの候補物件を見学したのち、飯田橋駅徒歩4
分に立地する大規模オフィスビルの8階と9階の入居を決
定した。
｢飯田橋駅はJRや東京メトロ、都営地下鉄が乗り入れられ
ており、そのアクセスの良さで営業効率の改善も図れます｣
（行廣氏）
　本プロジェクトは2020年6月にオフィスを確定させ、7月
から設計開始。そして10月末までに入居というタイトなスケ
ジュールで進行した。小田原氏が在籍するスペースプロ
デュース部とブランド戦略部がコンセプト策定、空間プロ
デュースなどを手掛けた。

8階リラクゼーションカフェ

8階コワーキングスペース全景

8階ソファエリア
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凸版印刷は、「印刷技術」にマーケティング・IT・クリエイティブ
やさまざまな加工技術を融合・進化させた自社独自の印刷テ
クノロジーでソリューションの提供を行ってきた。今後もそれ
らに新たなテクノロジーを組み合わせ、新たな社会的課題を
解決する企業を目指していく。

将来的な働き方を意識して
新オフィスをつくった

　構築された新オフィスはコロナ禍での設計ということも
あって、感染防止対策をしながらニューノーマルな働き方を
実現する仕掛けをいたるところにつくった。
　それでは8階フロアから順に説明していこう。
エントランスは8階に設置。陽光が差し込む空間で、来客
者の待合所の機能を持つ。入口に足を踏み入れるとすぐ
右側にリラクゼーションカフェが置かれている。
｢オフィス入口すぐ近くにカフェカウンターを備えたことで、出
社をライフスタイルの延長線上にという考え方のもと緩やか
な空間で入りやすいオフィスを目指しました。カウンター真上
には本当の自然光が降り注いでいるような日当たりの良い
空間を演出する当社商材の照明を設置しています。天窓
から光を浴びながらカウンターで仕事もできて、息抜きでコー
ヒーを飲みに来た同僚とコミュニケーションも自然と生まれて
いるようです。夜は照明を切り替えてバーカウンター風にフ
ロア全体の表情も変わります｣（小田原氏）
｢電子マネー決算ができるので気軽に購入しています。息
抜きにもなりますし、何より来社いただいたお客さまに喜ん
でもらえるのがいいですね。商談時の会話のフックにもなり
ます」（谷口氏）
　そしてエリア全面にはコワーキングスペースが広がる。ここ
では組織に捉われないコミュニケーションの形成が図られる。

｢置かれた机・椅子は予約制ではありませんので自由に使
えます。飲食や休憩といった禁止ルールも特に決めていま
せん。飛沫防止パネルなどコロナ対策のグッズを十二分に
用意しつつ、机や椅子も容易に動かせるように可変性を考
えた家具で構成しています。天井には大きく投影できるプロ
ジェクタを。現在は会社の最新トピックを投影していますが
コロナ収束後はここでイベントなどを実施した際に活用でき
るよう設置しました｣（小田原氏）
｢このような場があるとアイデア出しやそれに伴うディスカッ
ションを自然な流れで行えますね｣（谷口氏）
　8階フロア最奥にはソファが置かれた。
｢ゆったりと雑談ができる空間の必要性を考えて配置しまし
た。ちょうど配置した方角には高層ビルが建っていないこと
もあって景色を楽しめる場所にもなっています｣（林﨑氏）
｢家に友人を呼んで会話をするリビングのような空間を、ラ
イフスタイルの延長線上でオフィスにも用意したかったので
す。その他、多人数ミーティングも行える卓球台の要素も
付加した大テーブル、完全遮蔽ではありませんがWebミー
ティング用のエリアもつくりました｣（小田原氏）
　コワーキングスペース内に個室は3室設けた。どの部屋も
モニターを付けてリモートミーティングが行えるようにしている。
｢最近では、お客さまからの要望もあってWeb会議を使っ
たプレゼンの機会が増えています。現在、リモートワークと
対面を使い分けながらの業務になっているのですが、そん
なハイブリッドな働き方を想定した適切なオフィスが完成した

9階コワーキングスペース

8階会議室

9階会議室「Our Space」

9階ソロ集中ブース8階オンラインスタジオ 8階ソロ集中ブース
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件も確保できそうだという。求めていた1フロアという条件に
は満たなかったが、結果的にトータル375坪。旧オフィスに比
べると多少の面積削減となったが、全グループを対象にした
リモートワークの促進とフリーアドレス化で十分に対応できる
公算があった。
　早急に入居条件の確認を行って2021年2月に正式に
契約。そこから新オフィスの機能やレイアウトについての打ち
合わせが開始する。

グループ会社を含めてオフィス移転の
プロジェクトチームを編成した

｢新オフィスのデザインを確定する前に、まずは旧オフィスで
の課題、新オフィスへの要望などを洗い出すことにしました。
グループ会社とはいえ、考え方や働き方は大きく異なります。
会社ごとに話を聞いて一つにまとめるには時間が足りませ
ん。そこで各社から代表メンバーを選出し、総勢10名程度の
プロジェクトメンバーを編成しました。もちろんメンバーには情
報システム部も加わり、技術的な検証も行います。そうした会
議を定期的に行い、より良いオフィスのあり方や働き方につ
いてまとめていったのです｣（竹之下氏）

旧オフィスの課題を改善しながら
進化するオフィスを目指した

　プロジェクトチームでの会議が進む中で、新たに2つの機
能を追加することになった。
｢一つはコネクトルームと名付けたWeb会議用の小ブースで
す。旧オフィスでも簡易的なブースは設けていましたが、半個
室だったため音漏れが課題となっていました。仮にコロナが収
束したとしてもWeb会議自体は増える傾向にあると考えてい
ます。それならばしっかりとした構造のブースを数多くつくろうと
いう意見でした。新オフィスではブースの広さを調整しながら12
室を設置しています｣（竹之下氏）
　もう一つが1on1ミーティング用のブースとなる。
｢当社では上長とメンバー間で行う1on1ミーティングを推奨して
います。しかし旧オフィスでは専用の部屋を設けていなかったた
め、4人部屋や6人部屋を1on1に充てており、スペース効率の

悪さが課題になっていました。そこで今回のオフィス移転を機に
1on1専用のブースを6室つくったのです｣（竹之下氏）
　加えて新オフィスでは、ワークスペースとコミュニケーション
スペースの面積比率を逆転させたことも大きな特長となる。
｢旧オフィスでは7対3の割合でワークスペースを広く使って
いましたが、新オフィスでは7割をパブリックスペースに充てて
います。これはどこででも働ける環境を整備したことで可能に
なりました｣（竹之下氏）
　その結果、会社や部署の壁を超えた交流が増えつつある
という。
｢集中して誰にも邪魔されずに業務に没頭したい、誰かに相
談しながら業務を進めたいなど、当社の業務スタイルはさまざ
まです。ですから全社一律で働き方ルールをつくるのではな
く、チームや個々の業務に任せた自由度の高い働き方を心
がけています｣（竹之下氏）

わずか4ヵ月でオフィスを構築。
独自のユニット工法を採用した

　これらの新機能を含めてわずか4ヵ月で内装デザインを完
成させることができた。さらに今回はSDGsにも配慮。依頼し
たデザイン会社が持つ独自のユニット工法を採用したことで
時間の短縮だけでなく、廃棄物の削減ができたという。内装
デザインを担当したのはdada株式会社の代表取締役であ
る野村大輔氏だ。野村氏は今までもオールアバウト社の多く
のオフィスづくりをサポートしてきた。
｢本オフィスで当社の持つ独自ユニット工法『GZ Frame 
Wall』を導入しました。これはLGS壁を工場でユニット化して
おくことがポイントです。そのため現場での作業はアタッチす
るだけとなり、工期の短縮につながります。施工者は現場で
の加工を必要としないので、一般的に仕切り壁として採用さ
れることの多いLGS（軽量鉄鋼）の現場組工法と比べ、約2
倍の生産性を高めることができるのです｣（野村氏）
｢さらに現場でのゴミの発生とそれに関わるコストが約20％
も削減できました。また、大量に発生していた粉塵も無くなり
ますので、作業員の健康にも配慮した作業環境を提供する
ことが可能です｣（野村氏）
　両社では長い時間をかけてお互いが理解しあえる関係性
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エントランスとキッチンカウンター

約20年にわたってWEB上で大人のための総合情報を提供している株式会社オールアバウト。
住宅、マネー、健康、暮らし、旅行、グルメなど、時代に合わせてカテゴリを充実させてきた。
そんな同社は2021年6月にグループ会社を含めた大規模なオフィス移転を行った。
新オフィスには、アフターコロナを見据えた数々の新機能が付加されたという。
今回は移転プロジェクトを内部から支えた人事総務グループの竹之下葉月氏と
外部パートナーとして参加したdada株式会社・野村大輔氏にプロジェクトの概要と新オフィスの特長をお聞きした。

リモートワークの良さを理解したうえで
オフィスでの働き方を進化させていく

株式会社オールアバウト
経営管理部人事総務グループ
マネジャー
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黎明期から専門性、信頼性の高い
コンテンツを提供してきた

　総合情報サイトの運営でパイオニア的存在となっている株
式会社オールアバウト。今年でサイト開設20周年を迎えた。
｢当社のサイトの特長は、全ての記事が『ガイド』と呼ばれる
専門家による投稿となっていることです。黎明期から執筆者
の顔写真と名前を公開することで信頼性の高い記事提供
を目指してきました｣（竹之下氏）
　現在、約900人のガイドが約1,300のテーマで記事を
作成。ガイドから提供された記事は、同社内の編集部員の
校閲・校正といった二重チェック後に公開される。そうした
専門性・信頼性・網羅性が評判となり、月間約2,000万人
が閲覧する情報サイトになっている。

旧オフィスでリモートワークを実施。
その良さを理解したうえで
オフィス移転を行う

　旧オフィスはJR恵比寿駅東口から徒歩圏内の大規模オ
フィスビルに入居。全グループを合わせた約300名が1フロ
ア420坪を使用していた。
｢コロナ禍でリモートワークが注目されていますが、当社では
2018年2月からすでに働き方の選択肢として導入していまし
た。そのため政府から緊急事態宣言が発令され、グループ全
体で新型コロナウイルスの感染予防対策が必要となった際に
もスムーズに働き方をシフトすることができました｣（竹之下氏）
　昨年、入居ビルの契約更新の時期となったこともあり、新
しいビジネススタイル・ワークスタイルを推進すべく、全グルー
プを対象にしたオフィス移転計画がスタートした。
｢移転先の条件は恵比寿駅を中心としたエリアで現状の人
数が1フロアに収まる面積。なかなか条件にマッチしたビル
が見つからなくて。目黒や青山といったエリアまで広げて探し
ていました。それでも創業の地である恵比寿へのこだわりは
あきらめきれていなかったですね｣（竹之下氏）
　恵比寿以外の立地も含めて検討に入るといった段階で、
恵比寿西口に1フロア300坪の空室情報を入手する。加え
てその近辺で天井高4.5ｍの映像配信スタジオに適した物

を築いてきた。そのため初歩的な説明が不要な点も時間短
縮に結びついていると語る。
｢弊社の基本コンセプトを深くご理解いただいた上で、オフィ
ス建築のトレンドや新技術を採り入れて提案いただいていま
す。今回も、柱の多さを感じさせない斜め導線など、物件を活
かすアドバイスを多くいただきました｣（竹之下氏）

アフターコロナを見据えて
オフィスコンセプトを考えた

　新オフィスのコンセプトは「進化するオフィス」「価値が長く
続き、色褪せない」とした。
｢当社は創業当時から『長く続くのが良い会社』と言い続け
てきました。オフィスにもそのテーマを採り入れ、成熟したオー
ルアバウトを打ち出すことにしたのです」（竹之下氏）
｢コンセプトの一つである『色褪せない』には『機能的な価
値』と『ビジュアルの価値』があると思っています。ただ今回
のオフィスでは、不透明な時代の中で長続きさせることを意
識させる必要がありました。ですから過去のどのオフィスをデ
ザインするよりも難しさがありましたね｣（野村氏）
　新オフィスでは使用する部材も環境配慮の視点で精査し
ていったという。
｢最も代表されるものはタイルカーペットです。これは環境ゴミ
から作られたリサイクル素材の商品です。床との貼り付けも
通常の接着剤ではなく環境に優しい製品を使用しています｣
（野村氏）
｢オフィス全体のテーマはグリーンフルとしました。家具も天
然の木材を使っています。コンセプトの『色褪せない』という
のは耐久性も意味し、永続的に使えることも想定していま
す。部材を単体で見た場合、初期コストは若干割高になりま
すが、廃棄料の削減や工期短縮などで生じた削減分を考え
て全体のコストを調整しています｣（竹之下氏）
　その他、執務室の什器、オープンスペースの机などは旧オ
フィスから持ち込んだ。家具・什器の転用率を高くし、資源の
再活用という部分にもこだわったという。
　それでは実際にオフィスを見学していこう。
　エントランスを入ってすぐに幅5ｍのコの字型のキッチンカ
ウンターを配している。IHや業務用冷蔵庫も配した本格的な

1
キッチンである。旧オフィス時代のキッチンに比べると約3倍
の大きさだという。
｢かなりの場所を取っていますが、実務的にもカジュアルな
打ち合わせや食事パーティなどに活用しています。サンプリ
ングビジネスを行っているグループ会社では、試食会や広告
撮影に活用しています。さまざまなコミュニケーションを創出さ
せるための最良のツールとなっていますね｣（竹之下氏）
｢周辺の壁は左官屋さんに依頼して独創的なデザインにし
てもらいました｣（野村氏）
　キッチンカウンターの向かいには大会議室スペース。全部
で4つの会議室が配置されている。
｢各会議室の壁は可動式となっています。壁を移動させるこ
とで、一つの大会議室としての使用も可能です。今後は会
社説明会や全社ミーティングなどでも使用する予定です｣
（竹之下氏）
　会議室は「月」「森」といった自然を表す言葉を使用した。
｢会議室にプレートを付けているのですが、ひらがなとしても
ローマ字としても見えるようなオリジナルの書体にして多様
性を意識しています｣（野村氏）
　ワークスペースに足を踏み入れる。スペース内の一番の
特長は斜めに伸びた通路だ。
｢ワークスペース内を最短距離で歩くのではなく、各ゾーンと繋が
る動線にするため、斜めに通路を設けることで社員同士の偶発
的な出会いを演出できると考えたのです｣（野村氏）
｢グループ会社や部署ごとにある程度のゾーニングを行い、
その中で自由に移動しながら働く仕組みです。部屋の奥、採
光の良好な場所にはリラックスルームを用意しました。そして
集中スペースであるフォーカスブースは通路に沿って配置し
ました｣（竹之下氏）
　その他、オフィス機能としては本社から徒歩1分圏内に設
けたオフィス兼映像配信スタジオが新設された。このスタジ
オは外部にも貸し出しができるほどの施設となっている。
｢天井の高さを活かした中2階の構造とし、大スタジオ、ミニ

スタジオ、本格的なPAルーム、講師控室、執務スペース、
ミーティングルームをバランスよく構成できました｣（野村氏）

将来的な働き方を想像して
オフィス運営をしていく

　新型コロナウイルスが収束したとしても、働き方について
は改善を重ねていきたいと語る。
｢今は当社にも子育て世代が多くなりました。いずれ家族の
介護問題も表面化してくるでしょう。社員の仕事・働き方へ
の価値観は大きく変わってきています。当社としては優秀な
社員に長く働いてもらいたいと考えていますので、自律的に
柔軟に働くことのできる選択肢を整備していきたいと思って
います｣（竹之下氏）
　出社率に関しては、「社員に自ら最適解を出してほしい」と
考えているため、あえて社内ルールとして定めることはしな
い。リモートワークでの働き方、オフィスでの働き方。今後も互
いの良さを生かしていきたいという。
｢リモートワークだけでは偶発的な出会いが起こりにくく、メン
バー間の交流の難しさがあります。ですから他者と関わりあっ
て斬新なアイデアを創出する、化学反応の場としてオフィス
は必要だと思っています｣

1.  黎明期から専門性、信頼性の高いコンテンツを提供してきた
2.  旧オフィスでリモートワークを実施。その良さを理解したうえでオフィス移転を行う
3.  グループ会社を含めてオフィス移転のプロジェクトチームを編成した
4.  旧オフィスの課題を改善しながら進化するオフィスを目指した
5.  わずか4ヵ月でオフィスを構築。独自のユニット工法を採用した
6.  アフターコロナを見据えてオフィスコンセプトを考えた
7.  将来的な働き方を想像してオフィス運営をしていく
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三幸エステートの

件も確保できそうだという。求めていた1フロアという条件に
は満たなかったが、結果的にトータル375坪。旧オフィスに比
べると多少の面積削減となったが、全グループを対象にした
リモートワークの促進とフリーアドレス化で十分に対応できる
公算があった。
　早急に入居条件の確認を行って2021年2月に正式に
契約。そこから新オフィスの機能やレイアウトについての打ち
合わせが開始する。

グループ会社を含めてオフィス移転の
プロジェクトチームを編成した

｢新オフィスのデザインを確定する前に、まずは旧オフィスで
の課題、新オフィスへの要望などを洗い出すことにしました。
グループ会社とはいえ、考え方や働き方は大きく異なります。
会社ごとに話を聞いて一つにまとめるには時間が足りませ
ん。そこで各社から代表メンバーを選出し、総勢10名程度の
プロジェクトメンバーを編成しました。もちろんメンバーには情
報システム部も加わり、技術的な検証も行います。そうした会
議を定期的に行い、より良いオフィスのあり方や働き方につ
いてまとめていったのです｣（竹之下氏）

旧オフィスの課題を改善しながら
進化するオフィスを目指した

　プロジェクトチームでの会議が進む中で、新たに2つの機
能を追加することになった。
｢一つはコネクトルームと名付けたWeb会議用の小ブースで
す。旧オフィスでも簡易的なブースは設けていましたが、半個
室だったため音漏れが課題となっていました。仮にコロナが収
束したとしてもWeb会議自体は増える傾向にあると考えてい
ます。それならばしっかりとした構造のブースを数多くつくろうと
いう意見でした。新オフィスではブースの広さを調整しながら12
室を設置しています｣（竹之下氏）
　もう一つが1on1ミーティング用のブースとなる。
｢当社では上長とメンバー間で行う1on1ミーティングを推奨して
います。しかし旧オフィスでは専用の部屋を設けていなかったた
め、4人部屋や6人部屋を1on1に充てており、スペース効率の

悪さが課題になっていました。そこで今回のオフィス移転を機に
1on1専用のブースを6室つくったのです｣（竹之下氏）
　加えて新オフィスでは、ワークスペースとコミュニケーション
スペースの面積比率を逆転させたことも大きな特長となる。
｢旧オフィスでは7対3の割合でワークスペースを広く使って
いましたが、新オフィスでは7割をパブリックスペースに充てて
います。これはどこででも働ける環境を整備したことで可能に
なりました｣（竹之下氏）
　その結果、会社や部署の壁を超えた交流が増えつつある
という。
｢集中して誰にも邪魔されずに業務に没頭したい、誰かに相
談しながら業務を進めたいなど、当社の業務スタイルはさまざ
まです。ですから全社一律で働き方ルールをつくるのではな
く、チームや個々の業務に任せた自由度の高い働き方を心
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わずか4ヵ月でオフィスを構築。
独自のユニット工法を採用した

　これらの新機能を含めてわずか4ヵ月で内装デザインを完
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　両社では長い時間をかけてお互いが理解しあえる関係性
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的な出会いを演出できると考えたのです｣（野村氏）
｢グループ会社や部署ごとにある程度のゾーニングを行い、
その中で自由に移動しながら働く仕組みです。部屋の奥、採
光の良好な場所にはリラックスルームを用意しました。そして
集中スペースであるフォーカスブースは通路に沿って配置し
ました｣（竹之下氏）
　その他、オフィス機能としては本社から徒歩1分圏内に設
けたオフィス兼映像配信スタジオが新設された。このスタジ
オは外部にも貸し出しができるほどの施設となっている。
｢天井の高さを活かした中2階の構造とし、大スタジオ、ミニ

スタジオ、本格的なPAルーム、講師控室、執務スペース、
ミーティングルームをバランスよく構成できました｣（野村氏）

将来的な働き方を想像して
オフィス運営をしていく

　新型コロナウイルスが収束したとしても、働き方について
は改善を重ねていきたいと語る。
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介護問題も表面化してくるでしょう。社員の仕事・働き方へ
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い。リモートワークでの働き方、オフィスでの働き方。今後も互
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は必要だと思っています｣
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オフィスを 経 営 の 力 に

株式会社リライズ
先進

オフィス事例

三幸エステートの

株式会社リライズ
代表取締役　

田口 大志氏

　移転直前での社員数は45名になっていた。当初は使
用面積も人数に合わせて段階的に拡大しようと考えていた
という。人数から割り出した面積は100坪前後であった。
｢検討している途中で営業現場を指揮している責任者の一
人から『このビルならモチベーションが高まりますね』といわ
れまして。その言葉が決め手になり、現ビルを借りることに
しました。実際、社員全体の意欲が大幅に上がり、営業
活動につながっていますね。移転後はランニングコストが増
えましたが、きちんと利益を出し続けています｣

内装デザインのイメージは
重厚感とスピード感の調和

　新オフィスで確保したオフィス面積は175坪。旧オフィス
よりも2.5倍以上となった。スペースを有効に使うために「執
務室エリア」「応接エリア」と大きくゾーンを2つに分けた。
旧オフィスでは1室しかなかった会議室を新オフィスでは4室
に。それに加えてカンファレンスルームを独立した空間にす
るなど、旧オフィスの課題も改善した。
　内装デザイン会社に発注する前に社内の建築部の担当
と大まかなゾーニングを決めていった。
｢カンファレンスルームは以前から、より有効的な機能にす
る必要性を感じていました。20名以上が一堂に会すること
ができ、社内プレゼンや外部関連会社を招いた勉強会、
新入社員への会社説明会など、多岐にわたる使用が可能
です｣

2
エントランス

｢無限の可能性」を信じて会社を設立。
順調に売り上げを伸ばしてきた

　株式会社リライズの設立は2018年4月。前職で培って
きた不動産売買事業をさらに進化させようと代表取締役で
ある田口大志氏が立ち上げた。
　創業時こそマンションの一室からのスタートであったが、
順調に業務を拡大させ、創業半年後には1回目、続いて
2019年12月に2回目のオフィス移転を行った。
｢4階建ての1フロア67坪のオフィスビルでした。入居当
時はとても満足していましたが、やはり人数が増えてくると
会議室不足や会議中の声が漏れるといった課題が出てき
ました。環境音楽を流すなどで対応していましたがそれだけ
では難しくなって。社員数も40名ほどに増えていました。そ
こで3回目のオフィス移転を検討することにしたのです｣

移転後の企業ブランディングも
考えて移転先を探した

　2020年7月末、移転プロジェクトをスタートした。
｢以前のオフィスを新宿に構えたことから社員の大半が新宿
近辺に住むようになりまして。社員の通勤の利便性も考慮
しなければなりません。そうなると極端に異なるエリアへ移
転することは考えていませんでした｣
　そうした移転先のざっくりとした条件をオフィス仲介会社に
伝える。
｢三幸エステートさんにサポートしていただきました。漠然とし
た依頼になってしまいましたが、こちらからの要望や問い合
わせにも迅速に対応いただき、安心してお任せすることが
できました｣
　新宿駅を中心に候補ビルを見学していく。最終的には
西新宿を象徴する大規模オフィスビルの37階の分割フロ
アを確保する。
｢西新宿の大規模オフィスビルは可能な限り見学しました
ね。その中で面積や経済条件などを総合的に判断して候
補を決めていきました｣

1

1.  ｢無限の可能性」を信じて会社を設立。順調に売り上げを伸ばしてきた
2.  移転後の企業ブランディングも考えて移転先を探した
3.  内装デザインのイメージは重厚感とスピード感の調和
4.  新オフィスでは「働きやすい環境づくり」と「採用効果」を目指した

c o n t e n t s

　その他、会議室はお客様、パートナー会社、社内ミーティ
ングの場となる。打ち合わせを主目的としているため、あえ
て重厚なイメージで統一している。
｢私がイメージしていたオフィスに仕上がりました。黒を基調
色としていますが、そこまで重い感じもなく落ち着いた雰囲
気にすることができました。来客の方々からも『カッコいいオ
フィスですね』とお褒めいただいています。私もつくる側とし
て多少の知識がありますので内装デザイン会社とは資材の
変更や詳細部分の改善など、多面的に意見交換を重ねて
いきました。あとはオフィスを使っていく中で表面化した課題
を改善していければいいと思っています｣
　セキュリティ完備の扉を開けると全面に執務室が広がる。
壁一面は大きな窓。採光の良い明るい部屋となっている。
中央には整理された長机が並べられている。営業ゾーンと
バックオフィスゾーンに分かれており、同社の営業は外出が
多いためフリーアドレスを採り入れた。正面奥には登壇机。
週一回の朝礼ではここが司会台となる。
｢朝礼やミーティングを通じて、社員に私のノウハウを伝えて
いきたいと思っています。不動産業界にはどうしても古い体
質のイメージが残っていますが、今までの常識にこだわらず
絶えず面白いことにチャレンジしていきたいですね｣
　登壇机裏の隠れたスペースには個々の荷物を整理する
ための個人ロッカー、ハンガーなどを設置。オフィスが乱雑
にならないように工夫されている。

新オフィスでは「働きやすい環境づくり」と
「採用効果」を目指した

　今回のオフィス移転による一番の目的は「働きやすい環
境づくり」と「採用効果」だったという。
｢旧オフィスではじっくりと座って打ち合わせをするスペースも
なかったので、仕事がしやすい環境に生まれ変わりました。
しかしこれで終わりではなく、より良いオフィス環境を考えて
いかなければなりません。とても難しい課題ですよね。すべ
ての会社に通用する方程式があるわけではありませんから｣
　その中で実直にオフィス運営を行ってきた田口氏が導き
出した答えの一つが『ルールづくり』だと語る。
｢社内ルールとして何が良くて、何が悪いかを徹底して決め
ておく。それは細かく管理するということではありません。例
えば、日本の道路は左側車線で統一されています。そういっ
た共通のルールによって事故を防いでいるわけです。その
ルールがあるからといって不自由さを感じている人はいません
よね。ルールを明確に決めて周知させる。そうすることで不
平不満を抑えることができます。社長も新入社員も同じルー
ル。当社では誰でもクラウド上で確認できるルールブックを
つくっています。さらにルールや働く環境について全社員で
話し合うルール改善会議を月一回実施。常に環境改善に
ついて考える機会を設けています｣
　不動産売買業界全般で離職率が比較的に高い中で、

同社の離職はさほど多くない。
｢特に社員教育を整備しているわけではないのですが、営
業の定着率は高いですね。もともと社員教育や研修は好き
ではなくて。一般的に社員教育を充実させる理由は『失敗
しないため』ではないでしょうか。しかし私の考えはどんどん『失
敗しろ』です｣
　もちろん名刺の渡し方やお辞儀の仕方といったビジネス
マナーは研修で行う。それらは2～3時間で手に入れられる
スキルだ。それ以外の営業スキルに関してはあえて自分の
足りない部分を明確にするために、若いうちに多くの失敗を
経験してほしいと語る。
｢新入社員の失敗なんて企業からすれば何でもないことだと
思っています。失敗は若い時こそするもの。失敗を未然に
防ぐのではなく、失敗を見守ることが本来の親心のような気
がしています｣
　同社では、失敗することで評価が下がることは一切ない。
それが同社の「社風」だという。そんな社風の中であえてチャ
レンジをして勝負に打って出たオフィス移転。現時点では、
残念ながら採用面談の急激な上昇といった移転効果は出
ていない。
｢当社にとってオフィス移転のタイミングは一つの転換期。
ですから移転効果が表れるのはゆっくりでいいと考えていま
す。移転後の立地は、当社の企業ブランディングの見地
からも明らかに良い方向につながっていますね。それを考え
ても、今回のオフィス移転は意義のあるものになったと思い
ます。何しろ新オフィスが販促ツールとして成り立っているの
ですから｣
　田口氏の当面の目標は組織を大きくすること。できるだけ
会社の持つ可能性を広げていきたいと語る。それによって
社員への貢献、お客様へのサービス向上へとつなげていき
たいという。
｢組織が大きくなることで今まで通りにいかない部分も出てく
るかもしれません。それでも社員への貢献、お客様へのサー
ビス向上へとつなげていきたいですね。そのために働きやす
いオフィスは必須だと思っています｣
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株式会社リライズは設立以来、｢不動産を通じて人の人生の豊かさに貢献します｣を企業理念に
お客様一人ひとりと向き合ってきた。
コロナ禍でも大きな売り上げの落ち込みもなく、成長をし続けている。
その軸となるのは、会社が社員自身の成長を大切にしていることだ。
2021年2月、将来的な人材の拡充を考えて大々的なオフィス移転を実施した。
今回は新オフィスの概要と共に同社が考える働き方について伺った。

徹底したルールがあってこそ
良好な働く環境が整備される

エントランス
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株式会社リライズのスローガンは
「無限の可能性」。「住まい」を通じ
てお客様の理想の人生をサポート
する存在になることを目指す。また
お客様自身が影響を与えていく。そ
んな「無限の可能性の連鎖」を起こ
す会社であり続けたいと願ってい
る。同社のシンボルマークでもそ
んな思いを表現している。
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業の定着率は高いですね。もともと社員教育や研修は好き
ではなくて。一般的に社員教育を充実させる理由は『失敗
しないため』ではないでしょうか。しかし私の考えはどんどん『失
敗しろ』です｣
　もちろん名刺の渡し方やお辞儀の仕方といったビジネス
マナーは研修で行う。それらは2～3時間で手に入れられる
スキルだ。それ以外の営業スキルに関してはあえて自分の
足りない部分を明確にするために、若いうちに多くの失敗を
経験してほしいと語る。
｢新入社員の失敗なんて企業からすれば何でもないことだと
思っています。失敗は若い時こそするもの。失敗を未然に
防ぐのではなく、失敗を見守ることが本来の親心のような気
がしています｣
　同社では、失敗することで評価が下がることは一切ない。
それが同社の「社風」だという。そんな社風の中であえてチャ
レンジをして勝負に打って出たオフィス移転。現時点では、
残念ながら採用面談の急激な上昇といった移転効果は出
ていない。
｢当社にとってオフィス移転のタイミングは一つの転換期。
ですから移転効果が表れるのはゆっくりでいいと考えていま
す。移転後の立地は、当社の企業ブランディングの見地
からも明らかに良い方向につながっていますね。それを考え
ても、今回のオフィス移転は意義のあるものになったと思い
ます。何しろ新オフィスが販促ツールとして成り立っているの
ですから｣
　田口氏の当面の目標は組織を大きくすること。できるだけ
会社の持つ可能性を広げていきたいと語る。それによって
社員への貢献、お客様へのサービス向上へとつなげていき
たいという。
｢組織が大きくなることで今まで通りにいかない部分も出てく
るかもしれません。それでも社員への貢献、お客様へのサー
ビス向上へとつなげていきたいですね。そのために働きやす
いオフィスは必須だと思っています｣
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オフィス事例

三幸エステートの

LE.O.VE株式会社
代表取締役　

多江 和晃氏

オフィスデザインで看護の
イメージと内定率を改善した

　デザイナーとの打ち合わせを重ねながら自分たちの思いを
伝えていく。その思いをデザイナーが形にしていく。そんな地道
な作業が1年間にわたり繰り返されていった。多江氏の最も
強い思い。それは看護業界のイメージを変えるようなオフィス
の構築、それを採用活動の強化につなげることだった。
｢今後、労働人口の減少という社会問題に対して、少しでも
多くの方にこの業界のことを考えてもらいたい。そして運よく
出会えた若い世代に今までの経験で培ってきたノウハウや
知識を伝えていきたい。その継承こそが質の高いサービスの
提供につながる。それが今まで携わってきた業界への恩返し
になると思っています。そのために少しでも応募者の印象に
残るようなオフィスデザインを目指しました｣
　新オフィス移転後は毎日最低4～５名前後の面接を実施
している。驚くべきことは内定率が大幅にアップしたことだ。
旧オフィスでは面接後の低かった内定率が、新オフィスでは
88％にまで上がっているという。
｢有難いことに最近は東京周辺だけだはなく全国から応募
があります。実際に在籍しているスタッフも4割が関東以外
の出身者です｣

文化との共存共栄の融合をテーマに
時間をかけてつくりこんだ

｢旧オフィスのコンセプトは『地球との共存共栄』でした。決し
て自分一人の力で生きているわけではない。そんなイメージを
表現するうえで巨大な動物のぬいぐるみを置いていました。
新オフィスでもそれらのぬいぐるみを無駄にすることなくうまく
採り入れています｣
　新オフィスのデザインコンセプトは「ここから冒険が始まる」
とした。
｢新オフィスは採用を目的としたオフィスです。応募者からす
ればここから第一歩が始まるわけです。ここが人生の門出。

になるため、一人当たりの人材採用コストは一般企業と比
べかなり高い。

希望条件を満たした移転先情報を
いち早く入手。迅速に入居を決めた

｢もともと縁があって世田谷区奥沢という所で創業しました。
そこから2年後にステーションを自由が丘に移転。若手を中
心に採用していく方針になって本社を渋谷駅周辺に移し
て。旧オフィスも渋谷区内のオフィスビルでした。あくまでも
バックオフィスの役割です。30坪の面積を15名で使用して
いました｣
　次第に手狭さからストレスを感じるようになり、移転プロ
ジェクトを2019年7月にスタートさせる。移転先の条件は渋
谷駅を利用できる立地で、1フロア面積が100坪前後。そし
てビルの最上階であることだった。移転先探しは三幸エス
テートが担当した。
｢渋谷を中心に新たな空室が発生するたびに詳細情報を提
供していただいて。候補ビルとの迅速な条件折衝もあり、現
在のオフィスビルへの入居を決めたのです。その後も契約締
結で終わりではなく、当社の考えに合致した内装デザイン会
社を紹介いただきました。引越しが完了してずいぶん経ちます
が、今でも定期的にアドバイスをいただいています｣
　契約時にはまだ竣工前だったため完成予想パースやレイ
アウト図面を見ながら内装デザインの打ち合わせを行った。
詳細部分を確定させるまでに1年近くの歳月をかけたという。
｢旧オフィスでは動線の悪さが課題としてありました。応接室
を部屋の奥に配置したため、お客様との打ち合わせで執務
室を通らなければならなくて。そこで新オフィスでは執務エリ
アと応接・会議エリアを完全に分離させるレイアウトを考えま
した｣
　また最近はOEMで化粧品をつくっており、その保管やセ
キュリティが確保できる点で現在のビルを選んで正解だった
と語る。
｢ビル1階から当社執務室までには4ヵ所のセキュリティで守
られています。契約当時はそこまで考えていませんでしたが、
取り扱っているさまざまな個人情報の管理を考えるとセキュ
リティの堅牢性は重要だと感じています｣

エントランス

自分の能力を
最大限に活かすために起業。
新たな看護師の第一歩を踏み出した

　LE.O.VE株式会社が創業したのは2007年のこと。当時
の社名はLife On Vital Element株式会社だった。代表の
多江和晃氏は赤十字の看護師出身で、「より地域に寄り
添ったサービスで利用者の笑顔が見たい。全力で療養環境
をサポートしたい」といった強い思いを持って起業したという。
｢起業して14年になります。当時はこの業界で独立する人は
皆無でしたね。それでも新しい世界へチャレンジしてみたかっ
たのです｣
　起業後10年を一つの区切りと考え、社名を変更。現在の
LE.O.VE株式会社となった。
｢『Life Element』と『Value Engineering』の2つの大切な
キーワードを、原点を意味する『O』で結んでいます。『人々が
暮らす生活の価値を、我々が最大限に高める』。創業時から
持ち続けている理念の一つです｣
　現在のサービス活動の中心は東京23区内。35ヵ所の訪
問看護ステーションをバランスよく配置している。そうすること
でスタッフ同士での万全なケア体制を確立し、それが利用
者にとってプラスの効果を生むことになる。現在担当してい
る病床は約4,000床。この数は都心の大病院が持つ病床
数を大幅に超えていると語る。
｢当社サービスの利用者の多くは65歳以上の高齢者となり
ます。脳血管疾患後の定期的な処置、寝たきりのため起こ
る褥瘡の手当、胃瘻の管理や吸引、人工呼吸器の装着な
ど、さまざまな疾患を抱える方のもとに定期的に訪問していま
す。介護ではなく看護。ですから各ステーションで働くスタッフ
は、看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士といっ
た何らかの国家資格を有した精鋭ばかりです｣
　当然、人材採用も厳選して行われる。書類選考後に数回
の面接を行い、ようやく採用となる。面接の際に最も重視し
ているのは、利用者と同じ視線に立ち、思いやりを持って行
動できる「心」の部分だという。
　働きながら国家資格を取得するのはかなり困難なものが
ある。学校や病院で勉強をして資格を取得してからでなくて
は応募資格を得ることができない。狭い範囲での採用活動
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1.  自分の能力を最大限に活かすために起業。新たな看護師の第一歩を踏み出した
2.  希望条件を満たした移転先情報をいち早く入手。迅速に入居を決めた
3.  オフィスデザインで看護のイメージと内定率を改善した
4.  文化との共存共栄の融合をテーマに時間をかけてつくりこんだ
5.  今後も人と人とのつながりを意識した働き方を推奨していく

c o n t e n t s

そんなことをイメージしてコンセプトを考えました｣
　それでは新オフィスを入口から順に見ていこう。
　LE.O.VEの社名の下に重厚な扉。端には古書をかたどっ
た来客用インターフォンが置かれている。壁は石造りの様相
で、一見、テーマパークに来たようなワクワク感を感じさせる。
｢本物志向でつくりました。インターフォン下にデザインされた
古書は実際に神保町の古書店から雰囲気に合うものをデ
ザイナーが探して使用してくれました｣
　この扉を開いて新たな世界に足を踏み入れる。目の前に
広々としたエントランスが拡がる。エントランスのテーマは
「文化と生き物の融合」としている。壁全面は象形文字でデ
ザインしている。
｢一つひとつの文字は手作りでつくっています。実は一ヵ所
だけ当社のロゴが隠れていて。どこの会社も真似できない世
界に一つしかないオフィスになりました｣
　エントランス正面には巨大なモニタを備え、会社説明会や
社員教育などに使用している。現状では机も並べて60人く
らいが着席可能だ。
　エントランスの一部分に古き良き時代のアメリカの雰囲
気を出しているゾーンがある。ここには西部時代をイメージ
したバーカウンターも配している。
｢社内にバーカウンターを用意したのは良かったと思います。
社外に会話が漏れる心配がありませんので経営課題などの
重要な話題を気軽に口にすることができます。本来、月2回
交流会を行う予定でしたが、コロナ禍で残念ながら開催でき
ていません。コロナが落ち着いて賑やかな使い方になってい

ることに期待しています｣
　もともと内装デザインにはこだわりがあったと語る。
｢このエントランスの工事だけでかなりの日数をかけていま
す。壁のタイルも全て大きさを変えて。画一的なデザインを避
けてあえて手間をかけたことが自慢です｣
　エントランス内には4つの応接室を配置した。
｢それぞれ『Forest（森）』『Sea（海）』『Desert（砂漠）』
『Arctic（北極）』と異なるテーマでデザインしました。採用面
接に使われることが多いですね｣
　エントランス内の隠れ扉の中にはトレーニングマシンが置
かれた部屋も用意した。
｢当社は心身の健康を重要に考えていますので思い切って
つくりました。私も就業後に使っています｣
　執務室には現在20名ほどが業務をしている。同社のバッ
クオフィス部隊だ。その執務室もバーの壁が隠し扉になって
おり、隠れ部屋の一つに配置されている。大胆に日本を意識
したデザインでまとめられている。
　内装のための打ち合わせに1年近く費やしたが、実際の
工事は約2ヵ月で完了した。
｢色々なアイデアを詰め込んだオフィスです。面接でここに来
られた皆さんはまず驚きますね。何かしら『面白い会社』と記
憶に残してもらうだけでオフィス移転の意味があったと思っ
ています｣

今後も人と人とのつながりを
意識した働き方を推奨していく

　新オフィスの最終的な目的は活発な人材採用計画を後
押しすること。したがって採用後は希望する訪問看護ステー
ションへの配属となる。徐々にステーションの整備も必要と
感じているという。
｢基本は各利用者様の自宅に訪問していますのでステー
ションに長い時間いることはありません。とはいえ働きやすい
環境を整える必要はありますので、テーマを決めてつくりこん
でいるステーションもあります｣
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訪問看護・リハビリといった在宅医療サービスを提供しているLE.O.VE株式会社。
創業時から「親を呼びたいまちづくり」という理念をスタッフ全員で共有し、実践し続けている。
現在は東京23区内に35ヵ所の訪問看護ステーションを持つ。
そんな同社がコロナ禍で約4倍の広さとなるオフィス移転を行った。
今回の取材では、その理由やコンセプトを同社代表の多江和晃氏にお話を伺った。

採用計画の拡充を目的に
誰もが印象に残るオフィスを構築した

　35ヵ所のステーションの管理はエリアマネージャーとブ
ロックマネージャーが担当する。
｢組織が大きくなるに比例して不祥事が起きるリスクも考え
なければなりません。共通のチェック項目を定めて定期的に
確認しています｣
　もちろん社員からの意見を聞くことも絶えず行っている。
｢組織運営に関してはボトムアップで意見を集めて、働き方
のあり方を追求しています。改善会議は毎月のように行って
います｣
　全体的にZoom会議自体は増えている。今まではちょっと
した会議でも対面で行っていたが、内容によってはZoomで
十分ということがわかり、時間を効率的に使えるようになった
という。
｢とはいってもやはりオフィスは今後も必要だと考えていま
す。やはり対面でなくては伝わらないことも多くて。全てをオン
ラインで解決するのは無理があるように思えます。もちろん
色々な考え方があると思いますが、私は絶対的にオフィス必
要論者ですね。オフィスは会社の成長とともに大きくしていく
べきと思っています。そして今後も、人と人とのつながりを考
えた働き方を推奨していきたいと思っています」
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を部屋の奥に配置したため、お客様との打ち合わせで執務
室を通らなければならなくて。そこで新オフィスでは執務エリ
アと応接・会議エリアを完全に分離させるレイアウトを考えま
した｣
　また最近はOEMで化粧品をつくっており、その保管やセ
キュリティが確保できる点で現在のビルを選んで正解だった
と語る。
｢ビル1階から当社執務室までには4ヵ所のセキュリティで守
られています。契約当時はそこまで考えていませんでしたが、
取り扱っているさまざまな個人情報の管理を考えるとセキュ
リティの堅牢性は重要だと感じています｣

4

5

自分の能力を
最大限に活かすために起業。
新たな看護師の第一歩を踏み出した

　LE.O.VE株式会社が創業したのは2007年のこと。当時
の社名はLife On Vital Element株式会社だった。代表の
多江和晃氏は赤十字の看護師出身で、「より地域に寄り
添ったサービスで利用者の笑顔が見たい。全力で療養環境
をサポートしたい」といった強い思いを持って起業したという。
｢起業して14年になります。当時はこの業界で独立する人は
皆無でしたね。それでも新しい世界へチャレンジしてみたかっ
たのです｣
　起業後10年を一つの区切りと考え、社名を変更。現在の
LE.O.VE株式会社となった。
｢『Life Element』と『Value Engineering』の2つの大切な
キーワードを、原点を意味する『O』で結んでいます。『人々が
暮らす生活の価値を、我々が最大限に高める』。創業時から
持ち続けている理念の一つです｣
　現在のサービス活動の中心は東京23区内。35ヵ所の訪
問看護ステーションをバランスよく配置している。そうすること
でスタッフ同士での万全なケア体制を確立し、それが利用
者にとってプラスの効果を生むことになる。現在担当してい
る病床は約4,000床。この数は都心の大病院が持つ病床
数を大幅に超えていると語る。
｢当社サービスの利用者の多くは65歳以上の高齢者となり
ます。脳血管疾患後の定期的な処置、寝たきりのため起こ
る褥瘡の手当、胃瘻の管理や吸引、人工呼吸器の装着な
ど、さまざまな疾患を抱える方のもとに定期的に訪問していま
す。介護ではなく看護。ですから各ステーションで働くスタッフ
は、看護師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士といっ
た何らかの国家資格を有した精鋭ばかりです｣
　当然、人材採用も厳選して行われる。書類選考後に数回
の面接を行い、ようやく採用となる。面接の際に最も重視し
ているのは、利用者と同じ視線に立ち、思いやりを持って行
動できる「心」の部分だという。
　働きながら国家資格を取得するのはかなり困難なものが
ある。学校や病院で勉強をして資格を取得してからでなくて
は応募資格を得ることができない。狭い範囲での採用活動
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LE.O.VE株式会社

｢病院生活は特別な生活環境。できるだけ自宅で療養生活を過
ごさせたい｣｢その人の生きる力となり、心の底から笑顔で喜ん
でいただきたい｣。同社はそれらを使命として利用者やその家
族との信頼関係を築き上げてきた。今後も、家族が不安になる
ことなく無理のない生活を送れるように最大限のサポートを目
指していく。

そんなことをイメージしてコンセプトを考えました｣
　それでは新オフィスを入口から順に見ていこう。
　LE.O.VEの社名の下に重厚な扉。端には古書をかたどっ
た来客用インターフォンが置かれている。壁は石造りの様相
で、一見、テーマパークに来たようなワクワク感を感じさせる。
｢本物志向でつくりました。インターフォン下にデザインされた
古書は実際に神保町の古書店から雰囲気に合うものをデ
ザイナーが探して使用してくれました｣
　この扉を開いて新たな世界に足を踏み入れる。目の前に
広々としたエントランスが拡がる。エントランスのテーマは
「文化と生き物の融合」としている。壁全面は象形文字でデ
ザインしている。
｢一つひとつの文字は手作りでつくっています。実は一ヵ所
だけ当社のロゴが隠れていて。どこの会社も真似できない世
界に一つしかないオフィスになりました｣
　エントランス正面には巨大なモニタを備え、会社説明会や
社員教育などに使用している。現状では机も並べて60人く
らいが着席可能だ。
　エントランスの一部分に古き良き時代のアメリカの雰囲
気を出しているゾーンがある。ここには西部時代をイメージ
したバーカウンターも配している。
｢社内にバーカウンターを用意したのは良かったと思います。
社外に会話が漏れる心配がありませんので経営課題などの
重要な話題を気軽に口にすることができます。本来、月2回
交流会を行う予定でしたが、コロナ禍で残念ながら開催でき
ていません。コロナが落ち着いて賑やかな使い方になってい

ることに期待しています｣
　もともと内装デザインにはこだわりがあったと語る。
｢このエントランスの工事だけでかなりの日数をかけていま
す。壁のタイルも全て大きさを変えて。画一的なデザインを避
けてあえて手間をかけたことが自慢です｣
　エントランス内には4つの応接室を配置した。
｢それぞれ『Forest（森）』『Sea（海）』『Desert（砂漠）』
『Arctic（北極）』と異なるテーマでデザインしました。採用面
接に使われることが多いですね｣
　エントランス内の隠れ扉の中にはトレーニングマシンが置
かれた部屋も用意した。
｢当社は心身の健康を重要に考えていますので思い切って
つくりました。私も就業後に使っています｣
　執務室には現在20名ほどが業務をしている。同社のバッ
クオフィス部隊だ。その執務室もバーの壁が隠し扉になって
おり、隠れ部屋の一つに配置されている。大胆に日本を意識
したデザインでまとめられている。
　内装のための打ち合わせに1年近く費やしたが、実際の
工事は約2ヵ月で完了した。
｢色々なアイデアを詰め込んだオフィスです。面接でここに来
られた皆さんはまず驚きますね。何かしら『面白い会社』と記
憶に残してもらうだけでオフィス移転の意味があったと思っ
ています｣

今後も人と人とのつながりを
意識した働き方を推奨していく

　新オフィスの最終的な目的は活発な人材採用計画を後
押しすること。したがって採用後は希望する訪問看護ステー
ションへの配属となる。徐々にステーションの整備も必要と
感じているという。
｢基本は各利用者様の自宅に訪問していますのでステー
ションに長い時間いることはありません。とはいえ働きやすい
環境を整える必要はありますので、テーマを決めてつくりこん
でいるステーションもあります｣

Forest（森）

新オフィス入口

トレーニングルーム

バーカウンター

Arctic（北極）Sea（海） Desert（砂漠）

　35ヵ所のステーションの管理はエリアマネージャーとブ
ロックマネージャーが担当する。
｢組織が大きくなるに比例して不祥事が起きるリスクも考え
なければなりません。共通のチェック項目を定めて定期的に
確認しています｣
　もちろん社員からの意見を聞くことも絶えず行っている。
｢組織運営に関してはボトムアップで意見を集めて、働き方
のあり方を追求しています。改善会議は毎月のように行って
います｣
　全体的にZoom会議自体は増えている。今まではちょっと
した会議でも対面で行っていたが、内容によってはZoomで
十分ということがわかり、時間を効率的に使えるようになった
という。
｢とはいってもやはりオフィスは今後も必要だと考えていま
す。やはり対面でなくては伝わらないことも多くて。全てをオン
ラインで解決するのは無理があるように思えます。もちろん
色々な考え方があると思いますが、私は絶対的にオフィス必
要論者ですね。オフィスは会社の成長とともに大きくしていく
べきと思っています。そして今後も、人と人とのつながりを考
えた働き方を推奨していきたいと思っています」
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デジタルを活用して組織や部門を
横断する活発な交流を目指した

　2021年2月、PwC Japanグループは大規模なオフィス
移転を実施した。その目的は「ニューノーマル時代における
新たな働き方の実現」。2年にわたる大プロジェクトであった。
｢移転プロジェクトは2019年6月からスタートしました。新型
コロナウイルス感染症が流行する前でしたね。会社として掲
げていた『組織や部門を横断した交流の活性化』を目指す
には、分散していたPwC Japanグループの主要法人の集
約が必須だったのです｣（杉山氏）
　計画の第一歩として設計会社を確定させるためのコンペ
を行う。コンペでは各社に質の高いRFP（Request for 
Proposal：提案依頼書）の提出を求めた。
｢過去のオフィス構築でレイアウトやデザインで解決できるこ
とはやり切ったと思っています。ですから新オフィスでは過去
にはなかった『デジタルとの融合』を目指そうと。それでデジタ
ル部分を充実させた提案を依頼したのです｣（杉山氏）
　そうしてRFPの精度の高さ、過去のオフィス構築での実
績を踏まえて、デザイン設計はゲンスラー・アンド・アソシエイ
ツ・インターナショナル・リミテッドに決まった。
｢2009年の分散オフィスの統合プロジェクトから担当してい
ます。当時のオフィスコンセプトは『バーチャルキャンパス』。
大学のキャンパスのように目的に合わせて多様なスペースを
行き来するといった動線計画を構築。働き方変革を意識し
たオフィスでした。2016年の営業拠点の開設ではスタッフ
間のコラボレーションを促進させるための『X－Los（Line of 
Service）café（クロスロスカフェ）』を新設。活発な交流によ
る『新たな価値の創造』を目指しました。こうした機能面の整
備に関してはどこよりも早く提案してきたという自負がありま
す。しかし次のステージでは『ワークプレイス』から『ワークシス

テム』への変革が求められていました。それで設計会社では
ありますが、デジタルの分野に挑戦したのです｣（天野氏）
｢フィジカルとデジタルの両軸で機能するオフィス。是非とも
成し遂げたいという強い思いがありましたね｣（杉山氏）

｢ワークプレイス」から
｢ワークシステム」への変換を実施した

　PwCではグローバルネットワークで共有のアプリケーショ
ンを使用している。しかもDX推進を宣言している。PwC 
Japanグループとしては早い段階でデジタルを活用したオ
フィスを構築させる必要があったという。
　プロジェクトを進めるにあたり、各部署の主要メンバーに
参加を求めて幅広い意見を集めていった。
｢定例ミーティングは参加者を入れ替えながら毎週のように
行いました。毎回20名弱が集まりましたね。メンバー全員に
共通して言えるのはいいものをつくりたいという気持ち。最初
の要件定義に時間を費やしました｣（杉山氏）
　社内PCもしくはスマホなどのモバイル端末で確認できる
機能の一つに「社内ヒートマップ」がある。これは最新のWifi
システムを導入して細かく信号を読み取ることで実現した。
｢オフィスの各エリアの混雑状況をリアルタイムで表示する
機能です。混みあっているエリアを赤色で表示させて。もとも
とは人気エリアの行動調査分析のためにつくったのですが、
いつしか新型コロナの感染予防対策のアプリケーションとし
ても活用されていくことになると思います｣（杉山氏）
　Google Calendarと連動した会議室予約システムも新
たに構築した。社内・社外用会議室の空室状況を瞬時に確
認し人を介さずに予約ができるもので、今まで時間を要して
いた業務の効率化を図る。
｢その他、社員名簿や出勤管理、チャットボックスを使った質
問箱などの機能をタッチパネル上に表示させて、一つのポー
タルサイトとして完成させました。文字の大小といったUX
（ユーザーエクスペリエンス）にも気を配り、グローバルセキュ
リティもクリアさせています｣（天野氏）
｢今までの社内サイトは人事情報や法務情報のフォーマット
が煩雑で、部署ごとに異なったルールで情報を提供していま
した。使いにくいという声もあり、その改善要望に応えること

で少しでも働く環境の『進化』につながればと思ったのです｣
（杉山氏）
｢今回のオフィスづくりは内装設計よりもデジタル部分との
連携に時間を費やしましたね。しかし各担当者もこれを完成
させることで個々の業務の作業効率が良くなることが分かっ
ていましたので、必死に取り掛かっていました｣（天野氏）
｢ポータルサイトをつくったことで部門同士の交流が活性化
したという二次的な効果も生まれました。社員名の表示方法
や色などの些細な部分を見直すところから始めたのが良
かったのでしょう。結果的に人と人が長い時間にわたって顔
を突き合わせることができましたので｣（杉山氏）
　サイト構築に伴ってガイドラインも作成して運用ができるよ
うにした。どうしたらオペレーションコストを下げながらアップ
デートを可能にするか。そしてガイドラインこそ分かりやすさが
重要とし、時間をかけてシンプルなものをつくりあげた。
｢僕らは今回の業務を『ワークプレイス』から『ワークシステ
ム』への変換と位置付けています｣（天野氏）

フロアごとにコンセプトを変えて
今までにない交流を促進する

　もちろん施設部分の設計も綿密に考えられている。新オ
フィスのテーマは「共創」。スタッフ間のコラボレーションの活
性化を目的としている。
　オフィスレイアウトに関する打ち合わせは新型コロナの流
行前に終わっていた。そのため本来考えていた使い方と違う
部分もあるという。
｢今回備えたオープンの会議室は、壁を取り除くことで色々
な人との交流を図ることを目指してつくったものでした。しかし
現実は換気面やソーシャルディスタンスを考えた新型コロナ
感染予防対策の一つとして使われています｣（杉山氏）
　それでは新本社ビルの各フロアを紹介していこう。
　新オフィスは地上39階建てオフィスビルの18階～22階
を使用する。18階は受付およびお客様用の会議室で構成。
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コミュニケーションエリア

世界155ヵ国におよぶグローバルネットワークで高品質の監査、税務、
アドバイザリーサービスを提供しているPwC。
日本におけるPwCグローバルネットワークのメンバーファーム
および関連会社の総称をPwC Japanグループと呼ぶ。
2021年2月、PwCJapanグループは大規模な本社移転を行った。
今回の移転では、過去の移転プロジェクトとは異なりITシステムの構築に時間をかけたという。
その意図や具体的な内容についてお話を伺った。

PwCが行き着いたDXを推進した
ニューノーマル時代の新オフィス

PwC Japanグループ
総務部
マネージング ディレクター

杉山 優子氏

ゲンスラー・アンド・アソシエイツ・
インターナショナル・リミテッド
プリンシバル、クリエイティブ ディレクター

天野 大地氏

オフィスコンセプトの一つである「Client Centric by One 
PwC」を具現化する「顧客が価値を高められる」ためのエリ
アとなっている。
　その他、同フロアにはクライアントと一緒に新たなイノベー
ションを生み出すためのワークショップを開催できる「エクス
ペリエンスセンター」を配した。
｢今までスペースの関係で『エクスペリエンスセンター』を別
の場所に設けていましたが、新オフィスでは本来のあるべき
姿として開設しました。他にもセミナー用の大会場も用意し
ています｣（杉山氏）
　そして19階以上が業務フロアとなる。フロア全体を一つ
の『キャンパス』と捉え、上下階を内階段で結んだ。新オフィ
スの特長的な部分の一つである。
｢内階段は偶発的な出会いやコミュニケーションを促進する
ことを目的としています。一人では思いもよらなかったアイデ
アを創出し、個々が気分を変えて働く。それこそがお客様に
対してより良い提案をするために必要なことだとして構築し
ました。そのため内階段を含むエリアを『Co Creation』と名
付け、多様な色や形の家具を配置しています｣（杉山氏）
　フロアデザインはそれぞれ「スポーツ」「アート」「アカデミッ
ク」と異なるコンセプトでまとめた。
　スポーツのフロアでは、バスケットゴールを配置。固定した
大スクリーンでは資料の投影やスポーツ観戦も可能にして
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いる。まさに「動き」のフロアである。逆にアートのフロアでは
斬新な色遣いや面白い形状の家具を置き、「創造」が高めら
れるフロアとした。そうしてその日の気分に合わせて各フロア
を自由に回遊する。そうすることで自発的なコラボレーション
の創出を目指す。
｢各フロアともに、部署や業務を意識せず誰もが使用できる
エリアを設けています。ですから気分を変えるためにあえて統
一感のないデザインにしたのです。この考えはプロジェクトが
スタートした時点で決めていました｣（天野氏）
　途中フロアとなる21階には社内向けのカフェエリアを配
置した。
｢旧オフィスでは、組織や部門を超えた交流を促進するために
『XLoS（クロスロス）カフェ』を設置していました。けれども交流
を図るための場所を決めてしまうのはナンセンスだと思ったん
です。それで交流を意識せずに自然に人同士が関りを保てる
ような動線を設計しました。どこでも繋がることができる。それが
オフィスに求めるべき本来の姿だと考えたのです｣（杉山氏）
　このように多様なアプローチで「進化」を行った。先ほどの
ポータルサイトの改善もその施策の一つだという。

オフィス構築は進化しながらの
スパイラルを繰り返していく

　同社は過去のオフィスから常にアップデートを重ねてきた。
｢私たちにとってオフィスは今後も必要な存在となるでしょう。
それを後押しするオフィス機能やデザインも重要だと思って
います。しかし何よりも大事なことはワーカー一人ひとりが自ら

のマインドをどれだけ高められるか。自分にとっての最適化を
考える能力を身につけられるかだと思うのです。私たちはシビ
アな環境が成長を生み出すと考えています。だからこそ、『来
たい』『効率が上がる』と思わせるオフィスが必要なんです。で
すから私たちバックオフィス部門の役割は、個々のパフォーマ
ンスをどれだけバックアップできるか、そんな働きやすい環境
をどこまでつくっていけるかだと思っています｣（杉山氏）
｢今回のオフィスづくりでは『ワークシステム』への変換を行
いました。僕らがやるべき領域は間違いなく広がっていく気が
します。もしかしたらソフト部分を理解できないと本当のオフィ
スづくりはできないのかもしれません。そんなことを今回の仕
事で感じました｣（天野氏）
｢もともと『キャンパス』というのは2008年のオフィス構築で
採用したコンセプトでした。それからいろいろな施策を行って
また今回『キャンパス』に戻ってきて。進化のスパイラルをこ
れからも繰り返していくのだと思います。せっかく考え抜いて
つくった新オフィスですから今後の社会情勢といったつまら
ない理由でガラリと変わってしまっては意味がありません。今
後も働き方を含めたアップデートを楽しんでいきたいと思いま
す｣（杉山氏）

1.  デジタルを活用して組織や部門を横断する活発な交流を目指した
2． ｢ワークプレイス」から｢ワークシステム」への変換を実施した
3． フロアごとにコンセプトを変えて今までにない交流を促進する
4． オフィス構築は進化しながらのスパイラルを繰り返していく
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移転を実施した。その目的は「ニューノーマル時代における
新たな働き方の実現」。2年にわたる大プロジェクトであった。
｢移転プロジェクトは2019年6月からスタートしました。新型
コロナウイルス感染症が流行する前でしたね。会社として掲
げていた『組織や部門を横断した交流の活性化』を目指す
には、分散していたPwC Japanグループの主要法人の集
約が必須だったのです｣（杉山氏）
　計画の第一歩として設計会社を確定させるためのコンペ
を行う。コンペでは各社に質の高いRFP（Request for 
Proposal：提案依頼書）の提出を求めた。
｢過去のオフィス構築でレイアウトやデザインで解決できるこ
とはやり切ったと思っています。ですから新オフィスでは過去
にはなかった『デジタルとの融合』を目指そうと。それでデジタ
ル部分を充実させた提案を依頼したのです｣（杉山氏）
　そうしてRFPの精度の高さ、過去のオフィス構築での実
績を踏まえて、デザイン設計はゲンスラー・アンド・アソシエイ
ツ・インターナショナル・リミテッドに決まった。
｢2009年の分散オフィスの統合プロジェクトから担当してい
ます。当時のオフィスコンセプトは『バーチャルキャンパス』。
大学のキャンパスのように目的に合わせて多様なスペースを
行き来するといった動線計画を構築。働き方変革を意識し
たオフィスでした。2016年の営業拠点の開設ではスタッフ
間のコラボレーションを促進させるための『X－Los（Line of 
Service）café（クロスロスカフェ）』を新設。活発な交流によ
る『新たな価値の創造』を目指しました。こうした機能面の整
備に関してはどこよりも早く提案してきたという自負がありま
す。しかし次のステージでは『ワークプレイス』から『ワークシス

テム』への変革が求められていました。それで設計会社では
ありますが、デジタルの分野に挑戦したのです｣（天野氏）
｢フィジカルとデジタルの両軸で機能するオフィス。是非とも
成し遂げたいという強い思いがありましたね｣（杉山氏）

｢ワークプレイス」から
｢ワークシステム」への変換を実施した

　PwCではグローバルネットワークで共有のアプリケーショ
ンを使用している。しかもDX推進を宣言している。PwC 
Japanグループとしては早い段階でデジタルを活用したオ
フィスを構築させる必要があったという。
　プロジェクトを進めるにあたり、各部署の主要メンバーに
参加を求めて幅広い意見を集めていった。
｢定例ミーティングは参加者を入れ替えながら毎週のように
行いました。毎回20名弱が集まりましたね。メンバー全員に
共通して言えるのはいいものをつくりたいという気持ち。最初
の要件定義に時間を費やしました｣（杉山氏）
　社内PCもしくはスマホなどのモバイル端末で確認できる
機能の一つに「社内ヒートマップ」がある。これは最新のWifi
システムを導入して細かく信号を読み取ることで実現した。
｢オフィスの各エリアの混雑状況をリアルタイムで表示する
機能です。混みあっているエリアを赤色で表示させて。もとも
とは人気エリアの行動調査分析のためにつくったのですが、
いつしか新型コロナの感染予防対策のアプリケーションとし
ても活用されていくことになると思います｣（杉山氏）
　Google Calendarと連動した会議室予約システムも新
たに構築した。社内・社外用会議室の空室状況を瞬時に確
認し人を介さずに予約ができるもので、今まで時間を要して
いた業務の効率化を図る。
｢その他、社員名簿や出勤管理、チャットボックスを使った質
問箱などの機能をタッチパネル上に表示させて、一つのポー
タルサイトとして完成させました。文字の大小といったUX
（ユーザーエクスペリエンス）にも気を配り、グローバルセキュ
リティもクリアさせています｣（天野氏）
｢今までの社内サイトは人事情報や法務情報のフォーマット
が煩雑で、部署ごとに異なったルールで情報を提供していま
した。使いにくいという声もあり、その改善要望に応えること

で少しでも働く環境の『進化』につながればと思ったのです｣
（杉山氏）
｢今回のオフィスづくりは内装設計よりもデジタル部分との
連携に時間を費やしましたね。しかし各担当者もこれを完成
させることで個々の業務の作業効率が良くなることが分かっ
ていましたので、必死に取り掛かっていました｣（天野氏）
｢ポータルサイトをつくったことで部門同士の交流が活性化
したという二次的な効果も生まれました。社員名の表示方法
や色などの些細な部分を見直すところから始めたのが良
かったのでしょう。結果的に人と人が長い時間にわたって顔
を突き合わせることができましたので｣（杉山氏）
　サイト構築に伴ってガイドラインも作成して運用ができるよ
うにした。どうしたらオペレーションコストを下げながらアップ
デートを可能にするか。そしてガイドラインこそ分かりやすさが
重要とし、時間をかけてシンプルなものをつくりあげた。
｢僕らは今回の業務を『ワークプレイス』から『ワークシステ
ム』への変換と位置付けています｣（天野氏）

フロアごとにコンセプトを変えて
今までにない交流を促進する

　もちろん施設部分の設計も綿密に考えられている。新オ
フィスのテーマは「共創」。スタッフ間のコラボレーションの活
性化を目的としている。
　オフィスレイアウトに関する打ち合わせは新型コロナの流
行前に終わっていた。そのため本来考えていた使い方と違う
部分もあるという。
｢今回備えたオープンの会議室は、壁を取り除くことで色々
な人との交流を図ることを目指してつくったものでした。しかし
現実は換気面やソーシャルディスタンスを考えた新型コロナ
感染予防対策の一つとして使われています｣（杉山氏）
　それでは新本社ビルの各フロアを紹介していこう。
　新オフィスは地上39階建てオフィスビルの18階～22階
を使用する。18階は受付およびお客様用の会議室で構成。

オフィスコンセプトの一つである「Client Centric by One 
PwC」を具現化する「顧客が価値を高められる」ためのエリ
アとなっている。
　その他、同フロアにはクライアントと一緒に新たなイノベー
ションを生み出すためのワークショップを開催できる「エクス
ペリエンスセンター」を配した。
｢今までスペースの関係で『エクスペリエンスセンター』を別
の場所に設けていましたが、新オフィスでは本来のあるべき
姿として開設しました。他にもセミナー用の大会場も用意し
ています｣（杉山氏）
　そして19階以上が業務フロアとなる。フロア全体を一つ
の『キャンパス』と捉え、上下階を内階段で結んだ。新オフィ
スの特長的な部分の一つである。
｢内階段は偶発的な出会いやコミュニケーションを促進する
ことを目的としています。一人では思いもよらなかったアイデ
アを創出し、個々が気分を変えて働く。それこそがお客様に
対してより良い提案をするために必要なことだとして構築し
ました。そのため内階段を含むエリアを『Co Creation』と名
付け、多様な色や形の家具を配置しています｣（杉山氏）
　フロアデザインはそれぞれ「スポーツ」「アート」「アカデミッ
ク」と異なるコンセプトでまとめた。
　スポーツのフロアでは、バスケットゴールを配置。固定した
大スクリーンでは資料の投影やスポーツ観戦も可能にして

いる。まさに「動き」のフロアである。逆にアートのフロアでは
斬新な色遣いや面白い形状の家具を置き、「創造」が高めら
れるフロアとした。そうしてその日の気分に合わせて各フロア
を自由に回遊する。そうすることで自発的なコラボレーション
の創出を目指す。
｢各フロアともに、部署や業務を意識せず誰もが使用できる
エリアを設けています。ですから気分を変えるためにあえて統
一感のないデザインにしたのです。この考えはプロジェクトが
スタートした時点で決めていました｣（天野氏）
　途中フロアとなる21階には社内向けのカフェエリアを配
置した。
｢旧オフィスでは、組織や部門を超えた交流を促進するために
『XLoS（クロスロス）カフェ』を設置していました。けれども交流
を図るための場所を決めてしまうのはナンセンスだと思ったん
です。それで交流を意識せずに自然に人同士が関りを保てる
ような動線を設計しました。どこでも繋がることができる。それが
オフィスに求めるべき本来の姿だと考えたのです｣（杉山氏）
　このように多様なアプローチで「進化」を行った。先ほどの
ポータルサイトの改善もその施策の一つだという。

オフィス構築は進化しながらの
スパイラルを繰り返していく

　同社は過去のオフィスから常にアップデートを重ねてきた。
｢私たちにとってオフィスは今後も必要な存在となるでしょう。
それを後押しするオフィス機能やデザインも重要だと思って
います。しかし何よりも大事なことはワーカー一人ひとりが自ら

のマインドをどれだけ高められるか。自分にとっての最適化を
考える能力を身につけられるかだと思うのです。私たちはシビ
アな環境が成長を生み出すと考えています。だからこそ、『来
たい』『効率が上がる』と思わせるオフィスが必要なんです。で
すから私たちバックオフィス部門の役割は、個々のパフォーマ
ンスをどれだけバックアップできるか、そんな働きやすい環境
をどこまでつくっていけるかだと思っています｣（杉山氏）
｢今回のオフィスづくりでは『ワークシステム』への変換を行
いました。僕らがやるべき領域は間違いなく広がっていく気が
します。もしかしたらソフト部分を理解できないと本当のオフィ
スづくりはできないのかもしれません。そんなことを今回の仕
事で感じました｣（天野氏）
｢もともと『キャンパス』というのは2008年のオフィス構築で
採用したコンセプトでした。それからいろいろな施策を行って
また今回『キャンパス』に戻ってきて。進化のスパイラルをこ
れからも繰り返していくのだと思います。せっかく考え抜いて
つくった新オフィスですから今後の社会情勢といったつまら
ない理由でガラリと変わってしまっては意味がありません。今
後も働き方を含めたアップデートを楽しんでいきたいと思いま
す｣（杉山氏）
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PwCは「社会における信頼を構築し、重要な課題を解決する」を存
在意義に掲げ、存在感のあるプロフェッショナルサービスネット
ワークを目指している。新たな経営ビジョンは「The  New  
Equation」。そのビジョンを通じて「人」がリードし、「テクノロジー」
が支える未来を目指している。

Co Creation

スポーツのフロア アートのフロア カフェエリアアカデミックのフロア

内階段
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将来的なBCPを考えて
本社ビル建て替え計画が始まる

　丸紅株式会社は1972年に竣工した建物を本社ビルとし
ていた。白を基調色とした地上16階建ての大規模ビルで
あったが、2011年3月に発生した東日本大震災をきっかけ
に建て替えが論じられるようになったという。
｢建物自体に被害はなかったのですが、将来的なBCPを考
えて建て替え計画がスタートしました。思い入れの深い場所
でしたので他のエリアへの移転ではなく、同立地での建て替
えという選択となりました｣（中池氏）
　建て替え計画を実行に移すために仮移転先を探すフェー
ズに入る。エリア、面積などを考慮して数棟のビルに絞って
検討。その結果、日本橋に立地する大規模オフィスビルへの
入居を決めた。フロアゾーニング、レイアウト設計を確定させ、
引っ越し作業を行う。あくまでも仮移転だったこともあり、凝っ
た内装デザインにする必要はなかった。
｢計画の第1弾として社員を対象にした各種アンケートを実
施し、多くの意見や要望を集めました｣（大村氏）

トライアル期間を設けて
いくつかの施策を検証する

　旧本社ビルの解体工事は2016年9月からスタートする。
新本社ビルの竣工予定は2020年度。必然的に移転時期
が確定する。2017年11月に新社屋のタスクフォースを結成
し、実現したいワークプレイスについて議論を行うこととした。
部署を横断した若手中心のメンバーで構成。対面式でのフ
リーディスカッションが主体となった。
｢仮移転だからこそ試せることもあるという結論に達しました。
そこでトライアル期間を設けて、各種共有スペースやいくつ
かの部署を対象にしたワークプレイスの検証（コラボ型
ABW）を行いました｣（大村氏）
　タスクフォースの議論の中で、「集中するためのスペース」
「効率的に働く場所」など、「集中」に関する課題が多く出た
という。
｢その他、当社は組織によって文化が異なっているため、こ
れからは組織を超えたコミュニケーションを図りながら、新しい
分野への挑戦が必要になるといった意見が多くありました。

そこでコラボレーションを活性化できる何らかの仕組みを構
築すべきと考えたのです｣（中池氏）
　新型コロナウイルス感染症が蔓延しつつある状況のた
め、リアルなディスカッションから一転してリモート中心の活
動となる。
｢レイアウトなどはすでに決定しており、コロナ禍でのタスク
フォースはオフィスの運用といったソフト面に移行していまし
た。テーマの内容が変わったこともありますが、オンラインで
の開催となり参加者が冷静になって発言するようになりまし
たね｣（大村氏）
　2020年10月にオフィス推進タスクフォースが発足する。
社員ニーズを踏まえたワークプレイスの運用構築、浸透、移
転後の適正化を図ることが目的となる。
｢経営判断により固定席から座席割合を7割とする『自由
席』での多様な働き方が決定したことで発足しました。これで
ABWをベースにした働き方への方向転換が可能になった
のです｣（中池氏）

ビジネスと生活、都市と自然、
組織と個人がつながる場所となる

　2021年2月に本社ビルが竣工する。地下2階地上22階
建て。南側の皇居の緑と空の広がりを最大限に感じること
ができ、存在感のある庇が積層した印象的な外観デザイン
となった。4階までが地域に開放した育成用途となり、全館
通してビジネスと生活、都市と自然、組織と個人がつながる
場所となる。
｢地下1階は物販施設、1階は水や光といった自然を感じさ
せる空間、2階は飲食施設、3階は大ホール、ギャラリー、4階
は貸会議室、コミュニケーションラウンジとして地域に開放す
るフロアです。そして5階以上が丸紅専用フロアとなります｣
（中池氏）
　建て替えの目的であった安全性と防災性能も万全とし
た。一般の免震工法よりも高い効果を発揮する「ハイブリッ
ドTASS免震システム」を採用。地震時の揺れを低減させる。
防災に関してもビル内に防災備蓄倉庫を設置。帰宅困難
者の受け入れスペースも確保する。災害時にライフラインが
途絶した場合でも、72時間の電力供給を可能にする非常
用発電機を屋上に配した。

Chain（つながり）をコンセプトとした
新機能満載の執務フロア

　新本社に家具什器を搬入し、それから約2週間にわたっ
て約4,000人の大移動を行う。移動前に実施したマネジメ
ント向けの勉強会はとても有意義だったという。
｢特にリアルに集まった回では別の部署のマネジャー同士が
意見を交わすことができ、有益だったという感想が多かった
ですね。早速、今後も同様な議論や情報共有の場を設けて
ほしいとリクエストをいただいています｣（大村氏）
　新社屋のワークコンセプトは「つながり、成長を生むワーク
プレイス」とした。
｢ヒト、モノ、情報がより柔軟で効率的に自然と集まる
『HUB』の役割を担う。それらが鎖のように強くつながり、未
来に向かって成長していく。新本社はそんな働き方ができる
オフィスを目指します｣（中池氏）
｢自由席としたことでスペースの使い方に幅が生まれました。
自律的に選択できる3つの場を用意して、社員や組織の交
流を創出しやすくする。そうすることで新しい価値の創造や
生産性向上につながればと思っています｣（大村氏）
　それでは新本社ビルの各フロアを紹介していこう。3階の
大ホールは入社式や大規模な会議などで使用することを想
定してつくられた。外部への貸ホールとしても使われる。300
席を並べることが可能だ。
　4階は貸会議室とコミュニケーションラウンジで構成さ
れる。
｢貸会議室はすでに運用が始まっています。コミュニケーショ
ンラウンジは将来的に社内外との交流が生まれる場にして
いきたいですね｣（中池氏）
｢コミュニケーションラウンジを含めて執務室には植栽の割
合を増やしました。緑を多くしたことで『癒し』の効果を与えて
います｣（大村氏）
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コミュニケーションラウンジ

同社の創業は1858年。創業者である伊藤忠兵衛が家業独立をした年とされている。
以降、合併を重ねながら事業を拡大。1949年に丸紅株式会社として設立された。
伝統的に紙・パルプ部門、食料部門、電力部門に強みを持ち、2021年3月期には大幅な黒字を実現している。
そんな同社は2021年5月に新本社への移転を行った。
新本社ビルは最先端の機能を持つオフィスフロアに加え、貸会議室やギャラリーといった
地域に開かれた育成用途を併設している。
今回の取材では、ビル全体の概要と特長的なオフィスフロアについてお話を伺った。

オフィスコンセプトは「Chain（つながり）」。
全体的にコミュニケーションを活性化させる

丸紅株式会社
総務部 プロジェクト推進室
室長

中池 拓氏

丸紅株式会社
総務部 プロジェクト推進室

大村 遥氏

　5階は来客受付と来客用会議室の専用フロア。明るい開
放感のあるスペースだ。
　7階が新本社の見どころの一つとなる社員食堂のフロア
だ。社員の要望もあり食事をするだけの場だけではなく、終日
多目的な利用を想定している。食堂内には、豊富なメニュー
を提供する「メインダイニングエリア」の他に、打ち合わせの
ための「ミーティングエリア」、発想を変えるための「ラウンジエ
リア」、ライブキッチンを設けて交流を促進する「コミュニケー
ションエリア」、ベーカリーを併設する「カフェエリア」とさまざま
なシーンを演出している。
｢出社社員の約5割が社員食堂を使用しています。ABWの
働き方に慣れてきたのか、ここで仕事をしている社員も増え
てきました。トータルで600席を用意しています｣（大村氏）
　そして8階以上が執務フロアとなる。オフィスコンセプトは
「Chain（つながり）」とした。フロアごとに「Circle（サークル）」
「Huddle（ハドル）」「Round（ラウンド）」の場所を設けた。
｢Circleは、各フロアの両端に設け、組織の一体感を構築す
るエリアです。ワーカー同士が自然と集まり、目標に対して一
つの『円』のようにつながることを意識しました。自由席であり
ながら部署ごとに割り当てられたエリアで組織内の交流を円
滑にします｣（中池氏）
｢Huddleは、アメリカンフットボール用語で作戦会議を意味
します。目的意識を持ち、具体的な課題や計画に対して機
動的に共有する場として用意しました｣（大村氏）
　Roundは、3つの異なるテーマをフロアごとに展開する。
新たな発想や価値を生むために自分に合った場所を選択し
て使う。３つのテーマは以下となる。

　これらのテーマは一日を過ごす中で遭遇する3つのシーン
から考えられたものだ。コロナ収束後は、部署を意識せずに
自由に行き来して使用することを推奨していく。
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｢社員同士が積極的につながる場になってほしいと思ってい
ます。早くコロナが収束してオフィスを使ってもらえることを願
うばかりですね｣（大村氏）
　その他、各フロアには密閉式のWeb会議ボックスが4室、
コピー作業エリアが4ヵ所。距離を空けて配されている。人の
動線上でインフォーマルな交流を求めてのものだ。全体的に
パーテーションは低めに設定。見渡しを良くし、部署を超えた
つながりを考えた設計になっている。

移転後に社員アンケートを実施。
移転後の課題の抽出を行い、
改善していく

　本社移転後、時間の経過とともに課題が見えてくることも
想定している。
｢オフィスのハード面は完了していますので、今後は部分的
な改良やソフト面となります。それらについてはいろいろな声
を収集するために社員アンケートを実施中です。ワーカーの
声を聞きながらできるところは改善をして、また半年後にアン
ケートをして。その繰り返しですね。そのころには出社率や利
用率も変わっているでしょう｣（大村氏）
｢コロナ禍で出社率が低くなっていますが、決してオフィスが
不要というわけではありません。もちろんオフィスの形や存在
意義は時代によって変わるものです。ですから我々は常に社
員の声に耳を傾け、働く環境を整備していく必要があると
思っています｣（中池氏）
　社員アンケートを定期的に行うことでさらなる改善点を見
つけていく。そうしてよりよい働く環境の提供のために、同社
のオフィスづくりのPDCAサイクルは続いていく。

1.  将来的なBCPを考えて本社ビル建て替え計画が始まる
2． トライアル期間を設けていくつかの施策を検証する
3． ビジネスと生活、都市と自然、組織と個人がつながる場所となる
4． Chain（つながり）をコンセプトとした新機能満載の執務フロア
5． 移転後に社員アンケートを実施。移転後の課題の抽出を行い、改善していく
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将来的なBCPを考えて
本社ビル建て替え計画が始まる

　丸紅株式会社は1972年に竣工した建物を本社ビルとし
ていた。白を基調色とした地上16階建ての大規模ビルで
あったが、2011年3月に発生した東日本大震災をきっかけ
に建て替えが論じられるようになったという。
｢建物自体に被害はなかったのですが、将来的なBCPを考
えて建て替え計画がスタートしました。思い入れの深い場所
でしたので他のエリアへの移転ではなく、同立地での建て替
えという選択となりました｣（中池氏）
　建て替え計画を実行に移すために仮移転先を探すフェー
ズに入る。エリア、面積などを考慮して数棟のビルに絞って
検討。その結果、日本橋に立地する大規模オフィスビルへの
入居を決めた。フロアゾーニング、レイアウト設計を確定させ、
引っ越し作業を行う。あくまでも仮移転だったこともあり、凝っ
た内装デザインにする必要はなかった。
｢計画の第1弾として社員を対象にした各種アンケートを実
施し、多くの意見や要望を集めました｣（大村氏）

トライアル期間を設けて
いくつかの施策を検証する

　旧本社ビルの解体工事は2016年9月からスタートする。
新本社ビルの竣工予定は2020年度。必然的に移転時期
が確定する。2017年11月に新社屋のタスクフォースを結成
し、実現したいワークプレイスについて議論を行うこととした。
部署を横断した若手中心のメンバーで構成。対面式でのフ
リーディスカッションが主体となった。
｢仮移転だからこそ試せることもあるという結論に達しました。
そこでトライアル期間を設けて、各種共有スペースやいくつ
かの部署を対象にしたワークプレイスの検証（コラボ型
ABW）を行いました｣（大村氏）
　タスクフォースの議論の中で、「集中するためのスペース」
「効率的に働く場所」など、「集中」に関する課題が多く出た
という。
｢その他、当社は組織によって文化が異なっているため、こ
れからは組織を超えたコミュニケーションを図りながら、新しい
分野への挑戦が必要になるといった意見が多くありました。

そこでコラボレーションを活性化できる何らかの仕組みを構
築すべきと考えたのです｣（中池氏）
　新型コロナウイルス感染症が蔓延しつつある状況のた
め、リアルなディスカッションから一転してリモート中心の活
動となる。
｢レイアウトなどはすでに決定しており、コロナ禍でのタスク
フォースはオフィスの運用といったソフト面に移行していまし
た。テーマの内容が変わったこともありますが、オンラインで
の開催となり参加者が冷静になって発言するようになりまし
たね｣（大村氏）
　2020年10月にオフィス推進タスクフォースが発足する。
社員ニーズを踏まえたワークプレイスの運用構築、浸透、移
転後の適正化を図ることが目的となる。
｢経営判断により固定席から座席割合を7割とする『自由
席』での多様な働き方が決定したことで発足しました。これで
ABWをベースにした働き方への方向転換が可能になった
のです｣（中池氏）

ビジネスと生活、都市と自然、
組織と個人がつながる場所となる

　2021年2月に本社ビルが竣工する。地下2階地上22階
建て。南側の皇居の緑と空の広がりを最大限に感じること
ができ、存在感のある庇が積層した印象的な外観デザイン
となった。4階までが地域に開放した育成用途となり、全館
通してビジネスと生活、都市と自然、組織と個人がつながる
場所となる。
｢地下1階は物販施設、1階は水や光といった自然を感じさ
せる空間、2階は飲食施設、3階は大ホール、ギャラリー、4階
は貸会議室、コミュニケーションラウンジとして地域に開放す
るフロアです。そして5階以上が丸紅専用フロアとなります｣
（中池氏）
　建て替えの目的であった安全性と防災性能も万全とし
た。一般の免震工法よりも高い効果を発揮する「ハイブリッ
ドTASS免震システム」を採用。地震時の揺れを低減させる。
防災に関してもビル内に防災備蓄倉庫を設置。帰宅困難
者の受け入れスペースも確保する。災害時にライフラインが
途絶した場合でも、72時間の電力供給を可能にする非常
用発電機を屋上に配した。

Chain（つながり）をコンセプトとした
新機能満載の執務フロア

　新本社に家具什器を搬入し、それから約2週間にわたっ
て約4,000人の大移動を行う。移動前に実施したマネジメ
ント向けの勉強会はとても有意義だったという。
｢特にリアルに集まった回では別の部署のマネジャー同士が
意見を交わすことができ、有益だったという感想が多かった
ですね。早速、今後も同様な議論や情報共有の場を設けて
ほしいとリクエストをいただいています｣（大村氏）
　新社屋のワークコンセプトは「つながり、成長を生むワーク
プレイス」とした。
｢ヒト、モノ、情報がより柔軟で効率的に自然と集まる
『HUB』の役割を担う。それらが鎖のように強くつながり、未
来に向かって成長していく。新本社はそんな働き方ができる
オフィスを目指します｣（中池氏）
｢自由席としたことでスペースの使い方に幅が生まれました。
自律的に選択できる3つの場を用意して、社員や組織の交
流を創出しやすくする。そうすることで新しい価値の創造や
生産性向上につながればと思っています｣（大村氏）
　それでは新本社ビルの各フロアを紹介していこう。3階の
大ホールは入社式や大規模な会議などで使用することを想
定してつくられた。外部への貸ホールとしても使われる。300
席を並べることが可能だ。
　4階は貸会議室とコミュニケーションラウンジで構成さ
れる。
｢貸会議室はすでに運用が始まっています。コミュニケーショ
ンラウンジは将来的に社内外との交流が生まれる場にして
いきたいですね｣（中池氏）
｢コミュニケーションラウンジを含めて執務室には植栽の割
合を増やしました。緑を多くしたことで『癒し』の効果を与えて
います｣（大村氏）

　5階は来客受付と来客用会議室の専用フロア。明るい開
放感のあるスペースだ。
　7階が新本社の見どころの一つとなる社員食堂のフロア
だ。社員の要望もあり食事をするだけの場だけではなく、終日
多目的な利用を想定している。食堂内には、豊富なメニュー
を提供する「メインダイニングエリア」の他に、打ち合わせの
ための「ミーティングエリア」、発想を変えるための「ラウンジエ
リア」、ライブキッチンを設けて交流を促進する「コミュニケー
ションエリア」、ベーカリーを併設する「カフェエリア」とさまざま
なシーンを演出している。
｢出社社員の約5割が社員食堂を使用しています。ABWの
働き方に慣れてきたのか、ここで仕事をしている社員も増え
てきました。トータルで600席を用意しています｣（大村氏）
　そして8階以上が執務フロアとなる。オフィスコンセプトは
「Chain（つながり）」とした。フロアごとに「Circle（サークル）」
「Huddle（ハドル）」「Round（ラウンド）」の場所を設けた。
｢Circleは、各フロアの両端に設け、組織の一体感を構築す
るエリアです。ワーカー同士が自然と集まり、目標に対して一
つの『円』のようにつながることを意識しました。自由席であり
ながら部署ごとに割り当てられたエリアで組織内の交流を円
滑にします｣（中池氏）
｢Huddleは、アメリカンフットボール用語で作戦会議を意味
します。目的意識を持ち、具体的な課題や計画に対して機
動的に共有する場として用意しました｣（大村氏）
　Roundは、3つの異なるテーマをフロアごとに展開する。
新たな発想や価値を生むために自分に合った場所を選択し
て使う。３つのテーマは以下となる。

　これらのテーマは一日を過ごす中で遭遇する3つのシーン
から考えられたものだ。コロナ収束後は、部署を意識せずに
自由に行き来して使用することを推奨していく。

｢社員同士が積極的につながる場になってほしいと思ってい
ます。早くコロナが収束してオフィスを使ってもらえることを願
うばかりですね｣（大村氏）
　その他、各フロアには密閉式のWeb会議ボックスが4室、
コピー作業エリアが4ヵ所。距離を空けて配されている。人の
動線上でインフォーマルな交流を求めてのものだ。全体的に
パーテーションは低めに設定。見渡しを良くし、部署を超えた
つながりを考えた設計になっている。

移転後に社員アンケートを実施。
移転後の課題の抽出を行い、
改善していく

　本社移転後、時間の経過とともに課題が見えてくることも
想定している。
｢オフィスのハード面は完了していますので、今後は部分的
な改良やソフト面となります。それらについてはいろいろな声
を収集するために社員アンケートを実施中です。ワーカーの
声を聞きながらできるところは改善をして、また半年後にアン
ケートをして。その繰り返しですね。そのころには出社率や利
用率も変わっているでしょう｣（大村氏）
｢コロナ禍で出社率が低くなっていますが、決してオフィスが
不要というわけではありません。もちろんオフィスの形や存在
意義は時代によって変わるものです。ですから我々は常に社
員の声に耳を傾け、働く環境を整備していく必要があると
思っています｣（中池氏）
　社員アンケートを定期的に行うことでさらなる改善点を見
つけていく。そうしてよりよい働く環境の提供のために、同社
のオフィスづくりのPDCAサイクルは続いていく。
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丸紅株式会社

丸紅は2018年6月にあるべき姿として「Global  crossvalue 
platform」を定めた。将来的に時代が求める社会課題を先取りし
て、社会とあらゆる人々に向けてソリューションを創出していく。そ
うして社是である「正・新・和」の精神に則り経済・社会の発展・地域
環境の保全に貢献する企業を目指していく。

来客受付

コミュニケーションラウンジ

Midnight Meditation

Web会議ボックス

カフェエリア

大ホール

メインダイニングエリア

Roundの3つのテーマ

1. Morning Fresh

朝日を浴びてキラキラ輝く木々、早起きして感じる小鳥
のさえずり。実際に環境音で流している。自然が生み出
すおおらかな刺激を感じる空間をイメージさせている。

2. Magic Hour

夕刻の好きなものに囲まれた趣味の時間、家族と囲む
夕食のひととき。「ひと」がつくり出す温かな空間をイ
メージさせている。

3. Midnight Meditation

真夜中の時間と天空の輝き、人や動物が眠りについ
た時間に感じる静かな時の流れ。「宇宙」が想像する
静かな刺激を感じる空間をイメージさせている。
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